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2020（令和 2）年度 伊賀市の予算概要 

～人・地域の“きずな”を深め、安全・安心で活力あるまちづくり～

本市の財政状況は、少子高齢化・人口減少による市税収入の減少や福祉に必要

な扶助費の増加などに加え、合併メリットの一つであった普通交付税の合併算

定替終了により地方交付税が減少するなど、厳しい財政状況が続くことが予測

されます。 

 本市が将来にわたり、市民のみなさんが安全・安心に生活でき、元気で活力

溢れるまちづくりを進めていくためには、人と人、地域間の“きずな”を深め

ていくことが重要です。 

施策の推進にあたっては、“きずな”の深化とともに「SDGｓ（持続可能な開

発目標）」の視点も取り入れ、多様な主体との連携のもと、将来にわたり持続

可能な“伊賀市”を目指し、2020（令和２）年度の予算を 

「みんなでつくる きずな・活力・創造予算」としました。 

この予算では、市民のみなさん同士や地域などの“きずな”を強くし、安全・ 

安心で元気や活力あるまちづくりを目標として、最終年度となる第２次伊賀市

総合計画第２次再生計画に掲げる横断的な取り組み「ええやん！伊賀プロジェ

クト」や「伊賀市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を進めつつ、次の５つにつ

いて施策の重点化を行い、各種事業に取り組みます。 

１．まちのにぎわいをつくる 

市街地の核となる市指定文化財旧上野市庁舎の利活用に加え、周辺施設の整 

備による市街地のにぎわいづくりや市街地と連携する周辺地域の活性化が、持

続可能なまちづくりに必要不可欠です。 

市街地エリアでは、忍者体験施設の整備や芭蕉翁生家改修工事、上野公園のバ

リアフリー化などに取り組むとともに、引き続き、街なみ環境整備事業や古民家

再生事業を推進します。 

 周辺地域では、地域の活力を維持、向上していくため、新たな地域間連携を支

援する「地域絆づくり補助金」の創設や地域の拠点となる複合施設の整備を促進

します。 
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２．災害などの危機に強くなる 

発生確率が高くなってきている南海トラフ地震や、異常気象による極地的な

豪雨、台風の大型化など、これまで以上に、“災害に強いまちづくり”に取り組

む必要があります。 

 阪神淡路大震災から 25年が経過しましたが、あらためて災害対策の基本とし

て、人と人、地域との“きずな”の重要性が再認識されています。 

 本市においても“自助・共助・公助”を踏まえ、自主防災組織や避難行動要支

援者への支援対策を進めるとともに、市民のみなさんに身近な災害危険個所の

周知啓発、ライフライン施設の強靭化、災害対策の核となる市役所本庁舎の災害

対策本部機能を充実します。 

３．安心して子どもを産み、育てることができる 

将来を担う子どもたちは「伊賀の宝」です。 

 結婚への希望や子どもを持ちたい人の希望が叶えられ、安心して子どもを産

み育てることができるよう、婚活支援や妊婦さんのケア、保育無償化に伴う給付、

民間が行う保育園や病児・病後児保育施設の整備、発達支援センター運営への支

援など、各世代のステージに応じた支援や体制づくりを行います。 

なお、各事業の実施に際しては、子育て支援基金を財源に、少子化対策関連事

業をパッケージ化した「安心支援パッケージ事業」を推進します。 

４．身近なバスや鉄道に愛着を持ち、みんなで支える 

バス・鉄道などの地域公共交通については、少子化による人口減少や自家用車

への依存などにより、利用者の減少が続き、その維持・存続が大きな課題となっ

ています。 

 しかし、市民のみなさんや交通弱者の生活交通、市の魅力度アップや産業振興

にも欠かせない公共財であることから、その維持・確保に必要な事業を推進しま

す。 

５．豊かな自然環境を守る 

伊賀市まちづくりアンケートでは、環境保全に対する満足度や市民参画度が

高位となるなど、市民のみなさんは、本市が持つ“澄んだ空気”“きれいな川”

“緑豊かな自然”など、豊かなめぐみの中でのくらしを享受しつつ、自らも環境

保全に対する意識が高くなっています。 

 今後も次世代に本市がもつ豊かな自然環境をつないでいくため、環境保全や

自然環境保全に向けた事業を推進します。 
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一 般 会 計 予 算 の 概 要 
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【会計別予算】

令和２年度予算額 令和元年度予算額 増減

千円 千円 ％

４２,５９１,３２６ ４４,６７４,４６７ △４.７

国民健康保険事業特別会計 ９,４２９,７０１ ９,８１８,３８８ △４.０

　事業勘定 ９,３３０,６３７ ９,７１８,６７９ △４.０

　診療所費 ９９,０６４ ９９,７０９ △０.６

住宅新築資金等貸付特別会計 ６,０１５ ７,６２２ △２１.１

駐車場事業特別会計 ５５,４００ ５０,０８３ １０.６

介護保険事業特別会計 １０,８１１,５１３ １０,７７５,２６６ ０.３

サービスエリア特別会計 ９,９２１ １０,１４８ △２.２

後期高齢者医療特別会計 １,２９５,００３ １,２２５,４１９ ５.７

小　　計 ２１,６０７,５５３ ２１,８８６,９２６ △１.３

病院事業会計 ５,２７２,４５０ ５,２９１,０４８ △０.４

水道事業会計 ５,２２７,５４８ ５,３８２,９１８ △２.９

下水道事業会計 ３,６７１,０４０ ４,４２２,６０７ △１７.０

小　　計 １４,１７１,０３８ １５,０９６,５７３ △６.１

島ヶ原財産区特別会計 ３０,１７２ ２７,６９１ ９.０

大山田財産区特別会計 １９,２９９ １２,５７６ ５３.５

小　　計 ４９,４７１ ４０,２６７ ２２.９

７８,４１９,３８８ ８１,６９８,２３３ △４.０

財
産
区

合　　計

特
　
別
　
会
　
計

会　計　名

一　般　会　計

企
業
会
計
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【歳入予算の概要】

科 目 令和２年度予算額 令和元年度予算額 増減

千円 千円 ％

市税 １４,７３２,８９８ １４,８６５,５６５ △０.９

地方譲与税 ６２８,９５７ ５６４,６８６ １１.４

利子割交付金 ２２,５８０ ２５,５６１ △１１.７

配当割交付金 ５２,８８２ ６３,５６９ △１６.８

株式等譲渡所得割交付金 ５７,４５１ １０４,６４７ △４５.１

法人事業税交付金 １６８,９３２ ０ 皆増

地方消費税交付金 ２,０１３,２４１ １,７７５,１１２ １３.４

ゴルフ場利用税交付金 １５６,８１３ １６４,０９４ △４.４

環境性能割交付金 ７９,７１１ ３７,０９５ １１４.９

国有提供施設等所在市町村助成交付金 ２,４５９ ２,５４６ △３.４

地方特例交付金 ８２,３７９ ７４,５２０ １０.５

地方交付税 ９,０１８,７０６ ９,６６１,９４４ △６.７

交通安全対策特別交付金 ８,０００ １０,０００ △２０.０

分担金及び負担金 ３８４,２９１ ７３２,１５８ △４７.５

使用料及び手数料 ５１８,３３１ ５２８,６８８ △２.０

国庫支出金 ４,７１２,２８６ ４,７７６,１８７ △１.３

県支出金 ２,７３３,７１７ ２,６５８,６４５ ２.８

財産収入 ９２,６８０ ９４,４９７ △１.９

寄附金 ２１１,５１４ １０２,９９０ １０５.４

繰入金 １,８５２,４５５ １,６００,５２７ １５.７

繰越金 ５００,０００ ５００,０００ ０.０

諸収入 ６２６,１５０ ６４５,０２２ △２.９

市債 ３,９３４,８９３ ５,５５７,１６６ △２９.２

自動車取得税交付金 ０ １２９,２４８ 皆減

合　　計 ４２,５９１,３２６ ４４,６７４,４６７ △４.７
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　　　※ 財産収入
　　　　　寄附金
　　　　　繰入金
　　　　　繰越金
　　　　　諸収入

自主財源

44.4%

依存財源

55.6%

市税

１４,７３２,８９８

34.6%

負担金・使用料など

９０２,６２２

2.1%

その他

３,２８２,７９９

7.7%

国からの交付金

１２,２９２,１１１

28.9%

国県支出金

７,４４６,００３

17.5%

市債

３,９３４,８９３

9.2%

令和２年度伊賀市一般会計歳入予算構成比
（単位：千円）

歳入総額

４２，５９１，３２６千円

※
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＜市 税＞ 

市民の皆様から直接納めていただく税で、主な内容は個人市民税、法人市民税、固定資

産税、軽自動車税、市たばこ税、入湯税などがあります。

＜法人事業税交付金＞ 

 地方法人特別税・譲与税制度の廃止に伴う減収分の補填措置として、法人事業税の一部

が県から交付されます。 

＜環境性能割交付金＞ 

 自動車取得税に代わって自動車税及び軽自動車税の環境性能割が創設され、自動車税環

境性能割のうち税金を徴収するための経費を除いた額の 65%が県から交付されます。 

＜地方譲与税・交付金関係＞ 

本来、地方が徴収すべき税を、便宜上、国税として徴収し地方に譲与するもので、本市

で対象となるのは地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税、森林環境譲与税になります。 

＜利子割交付金・配当割交付金＞ 

 利子等の支払いを受ける個人または法人が納める利子割や、一定の上場株式等の配当等

の支払いを受ける個人が納める配当割を一定の基準により都道府県が交付する税です。 

＜地方消費税交付金＞ 

 県が課税した消費税の内、２分の１に相当する額が人口及び従業者数で按分され市町に

交付されます。令和元年 10月からの増税分は、保育所管理運営事業など社会保障の財源と

して活用しています。 

＜地方交付税＞ 

国税のうち所得税、法人税、酒税、消費税及びたばこ税のそれぞれ一定割合の額を、地

方公共団体が等しくその行うべき事務が遂行できるよう、一定の基準により国が交付する

税のことです。普通交付税と特別交付税があります。 

＜国庫支出金＞ 

国からの負担金や補助金、委託金で、譲与税や交付税との違いは、国庫支出金は使途が

特定の事業に充てることとされている点です。 

循環型社会形成推進交付金や学校施設環境改善交付金などの減額により、1.3%の減とな

っています。 

＜県支出金＞ 

三重県からの負担金や補助金、委託金が主な内容です。 

施設型給付費負担金や国勢調査委託金などの増額により、2.8%の増となっています。 

＜分担金・負担金 使用料・手数料＞ 

市が行う事業に対する地元負担金や施設などの使用料が主な内容です。 

＜繰入金＞ 

基金の取り崩し金や他会計からの繰入金が主な内容です。 

 前年度に比べ、環境保全基金繰入金や財政調整基金繰入金などの増額により、全体で

15.7%の増となっています。 

＜市 債＞ 

市が主に建設事業に充てる借金です。本年度は、汚泥再生処理センター建設事業などの

減額や給食センター整備事業の終了により、市債全体で前年度比 29.2%の減となっていま

す。 
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○  市税の内訳

科 目 令和２年度予算額 令和元年度予算額 増減

千円 千円 ％

市民税 ５,９０６,０８０ ６,１４９,０５３ △４.０

固定資産税 ７,７８８,２８５ ７,６７０,７２６ １.５

軽自動車税 ３４２,４４０ ３２４,５７８ ５.５

市たばこ税 ６４４,１７６ ６６４,１６０ △３.０

鉱産税 ４５ ４５ ０.０

都市計画税 １０ ４５ △７７.８

入湯税 ５１,８６２ ５６,９５８ △８.９

計 １４,７３２,８９８ １４,８６５,５６５ △０.９

〇 市税の推移

　本年度は、市民税、市たばこ税などが減となる見込みであり、市税全体で前年度比0.9%
の減を見込んでいます。

138

140

142

144

146

148

150

H28 H29 H30 R1 R2

市税の推移（予算額）億円

年度
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【歳出予算の概要】

○費目別分類

一般会計の歳出予算を市が行う仕事や事業の費目別に分類すると、次のようになります。

科　　　目 令和２年度予算額 令和元年度予算額 増減

千円 千円 ％

議 会 費 ２９８,６９８ ２９６,１９４ ０.８

総 務 費 ６,６０６,６９８ ６,３１１,０６６ ４.７

民 生 費 １４,４５８,７４８ １４,３７４,２６６ ０.６

衛 生 費 ４,９８３,１０１ ５,７９３,８３０ △１４.０

労 働 費 ６４,１８１ ７５,０９８ △１４.５

農 林 業 費 １,８０５,９６７ １,８３６,９０５ △１.７

商 工 費 ４４８,１７２ ４０６,２８６ １０.３

土 木 費 ２,４６１,７２９ ２,７２６,９６３ △９.７

消 防 費 １,７１０,９９８ １,６８５,７６３ １.５

教 育 費 ３,６０７,５９０ ４,５５７,８９０ △２０.８

災害復旧費 ２３０,０００ ２３０,０００ ０.０

公 債 費 ５,８８５,４４４ ６,３５０,２０６ △７.３

予 備 費 ３０,０００ ３０,０００ ０.０

合　　計 ４２,５９１,３２６ ４４,６７４,４６７ △４.７

議 会 費

２９８,６９８

0.7%

総 務 費

６,６０６,６９８

15.5%

民 生 費

１４,４５８,７４８

33.9%

衛 生 費

４,９８３,１０１

11.7%労 働 費

６４,１８１

0.2%

農 林 業 費

１,８０５,９６７

4.2%

商 工 費

４４８,１７２

1.1%

土 木 費

２,４６１,７２９

5.8%

消 防 費

１,７１０,９９８

4.0%

教 育 費

３,６０７,５９０

8.5%

災害復旧費

２３０,０００

0.5%
公 債 費

５,８８５,４４４

13.8%

予 備 費

３０,０００

0.1%

令和２年度伊賀市一般会計歳出予算費目別構成比

歳出総額

４２，５９１，３２６千円

（単位：千円）
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＜議会費＞ 

市議会の運営に係る経費で、主な内容は議員報酬や政務活動費などです。 

＜総務費＞ 

庁舎管理や電算システムの保守など行政内部にかかる経費が中心ですが、地域振興や住

民自治、人権啓発、防災関係などの経費も含まれています。本年度は複合化整備事業など

の増額により 4.7%の増となっています。 

＜民生費＞ 

福祉全般に関する経費で、市の事業の中でもっとも大きな割合を占めています。主な内

容は老人福祉や保育所の運営管理、医療費助成、生活保護費などがあります。本年度は、

自立支援等給付事業の増額などにより 0.6%の増となっています。 

＜衛生費＞ 

環境対策や清掃事業、健康推進などに係る経費で、主な内容はさくらリサイクルセンタ

ーなどの維持管理経費やごみ収集経費、乳幼児及び高齢者等の予防接種に関する経費です。 

本年度は、汚泥再生処理センター建設事業などの減額により 14.0%の減となっています。 

＜労働・農林業・商工費＞ 

労働・産業に関する経費で、主な内容は土地改良事業や農業・商工業団体への助成、観

光振興に関する経費です。 

労働費は、雇用、勤労者対策事業などの減額により 14.5%の減となっています。農林業

費については、震災対策農業水利施設整備事業の終了などにより 1.7%の減となっています。

商工費については、忍者市プロジェクト事業などの増額により 10.3%の増となっています。 

＜土木費・災害復旧費＞ 

土木費は、道路、公園、市営住宅などの維持管理や建設に関する経費が中心ですが、街

なみの保全や市街地整備に関する経費も含まれています。 

また、災害復旧費は台風などの災害により破損した道路などを復旧する経費です。 

土木費は、街なみ環境整備事業などの減額により 9.7%の減となっています。 

＜消防費＞ 

消防に関する経費で、主な内容は消防、救急活動に関するものや防火水槽などの防災基

盤整備、消防団本部の運営に関する経費です。 

 本年度は、国補消防施設整備事業などの増額により 1.5%の増となっています。 

＜教育費＞ 

市立の小中学校、幼稚園の管理運営に関する経費のほか、文化財の保全やスポーツ振興、

青少年育成、公民館の管理運営などの社会教育にかかる経費が含まれています。 

本年度は、小学校給食センター建設事業の終了などにより 20.8%の減となっています。 

＜公債費＞ 

市が建設事業のために借り入れた市債の償還に係る経費です。歳出予算に占める割合が

低いほど健全であるとされています。 

＜予備費＞ 

地方自治法により設けることが定められている経費で、不測の事態により上記科目で予

算執行できない場合、この科目から支出することができます。 
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○性質別分類

一般会計の歳出予算を性質別に分類すると、次のようになります。

科 目 令和２年度予算額 令和元年度予算額 増減

千円 千円 ％

人件費 ９,７７９,８０８ ８,８５７,０００ １０.４

物件費 ７,１３８,４１１ ７,７９９,０２９ △８.５

維持補修費 ３７９,０４２ ４１７,９３８ △９.３

扶助費 ７,４４３,４２２ ７,５６３,６７１ △１.６

補助費等 ５,５５０,７０１ ５,２５１,１７４ ５.７

投資的経費 ３,０９７,５４２ ５,０５５,８５８ △３８.７

公債費 ５,８８５,４４４ ６,３５０,２０６ △７.３

投資・出資・貸付金 ４０,０００ １４２,７００ △７２.０

積立金 ５９５,５６９ ６５２,３７６ △８.７

繰出金 ２,６５１,３８７ ２,５５４,５１５ ３.８

予備費 ３０,０００ ３０,０００ ０.０

合　　計 ４２,５９１,３２６ ４４,６７４,４６７ △４.７

義務的経費

54.3%

投資的経費

7.3%

その他経費

38.5%

人件費

９,７７９,８０８

23.0%

扶助費

７,４４３,４２２

17.5%

公債費

５,８８５,４４４

13.8%

投資的経費

３,０９７,５４２

7.3%

補助費等

５,５５０,７０１

13.0%

繰出金

２,６５１,３８７

6.2%

その他

１,０４４,６１１

2.5%

令和２年度伊賀市一般会計歳出予算性質別構成比
（単位：千円）

歳出総額
４２，５９１，３２６千円

物件費

７,１３８,４１１

16.7%
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＜人件費＞ 

市長などの特別職や職員の給与に加え、市議会議員や各種委員などの報酬をはじめ嘱託

職員、消防団員の報酬などが含まれます。本年度は、会計年度任用職員制度の導入、退職

予定者の増により、10.4%の増となっています。 

〔義務的経費(※)の一つです。〕 

＜物件費＞ 

行政運営上必要となる消費的な性質をもった経費で、旅費、賃金、光熱水費、通信運搬

費、施設維持に係る委託料などが主な内容となります。本年度は、会計年度任用職員制度

の導入などにより、8.5%の減となっています。 

＜維持補修費＞ 

庁舎や公園、道路などの公共施設の維持補修に関する経費です。本年度は、市営住宅維

持補修経費などの減額により、9.3%の減となっています。 

＜扶助費＞ 

社会保障制度の一環として生活保護法、児童福祉法、老人福祉法などの法律に基づき支

出する扶助費だけでなく、市が独自に行う扶助費も含まれています。本年度は私立保育所

等施設型給付費のなどの減額により 1.6%の減となっています。〔義務的経費(※)の一つで

す。〕 

＜補助費等＞ 

各種団体への助成、負担金などが主な内容で、保険料や報償費も含まれます。 

本年度は、三重国体推進経費などの増額により、5.7%の増となっています。 

＜投資的経費＞ 

市が行う建設事業と災害復旧に係る経費で、工事費だけでなく建設事業に係る測量設計

費などの経費も含まれます。主なものは、汚泥再生処理センター建設事業、中学校施設改

修事業などです。本年度は、前年度と比べ 38.7%の減となっています。 

＜投資・出資・貸付金＞ 

県との協調融資の原資や他会計への出資、貸付金が主な内容です。本年度は、水道事業

会計出資金の減額などにより、72.0%の減となっています。 

＜積立金＞ 

市の貯金である「基金」への積立金です。本年度は伊賀市振興基金積立金の減額などに

より、8.7%の減となっています。 

＜繰出金＞ 

 一般会計から特別会計又は特別会計相互間の予算の相互充用の方法です。 

 本年度は、介護保険事業特別会計繰出金などの増額により、3.8%の増となっています。 

 

※ 義務的経費 

人件費、扶助費、公債費が地方公共団体の義務的経費と言われるもので、支出が義務づ

けられているものや任意に削減しにくい硬直性の高い経費です。これらが歳出予算に占め

る割合が低いほど財政構造上、弾力性に富み健全な財政であるとされています。 

本年度の義務的経費の歳出予算に占める割合は 54.3%であり、昨年度の 51.0%より 3.3%

増となっています。 
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【引上げ分の地方消費税の使途について】

（歳入）

地方消費税交付金（引上げ分） 1,002,245 千円

（歳出）

社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

4,837,121 千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

国県支出金 市債 その他
引上げ分の
地方消費税

その他

地域福祉推進事業 33,941 11,206 1,240 12,171 9,324

生活困窮者自立支援事業 29,320 19,683 5,457 4,180

障害者自立支援給付事業 2,088,414 1,560,452 602 298,599 228,761

福祉医療費助成事業 523,608 220,390 820 171,222 131,176

老人施設福祉事業 273,062 43,207 130,147 99,708

放課後児童対策事業 91,611 60,943 278 17,207 13,183

子育て支援対策事業 51,837 33,770 10,070 4,528 3,469

母子・父子自立支援事業 4,706 3,256 37 800 613

保育所管理運営事業 259,958 650 19,000 74,090 94,115 72,103

生活保護事業 1,224,293 959,594 14,700 141,553 108,446

予防対策事業 256,371 20,435 12,618 126,446 96,872

合　　　計 4,837,121 2,890,379 19,000 157,662 1,002,245 767,835

【入湯税の使途について】
（歳入）　入湯税 51,862 千円

（歳出）　入湯税充当事業費 562,206 千円

【入湯税充当事業】 （単位：千円）

国県支出金 市債 その他 入湯税 その他

環境衛生施設の整備 334,296 41,352 292,944

消防施設等の整備 74,219 51,900 6,327 1,978 14,014

観光施設の整備 33,237 3,596 7,436 2,747 19,458

観光振興 120,454 33,043 3,200 37,442 5,785 40,984

合　　　計 562,206 36,639 55,100 51,205 51,862 367,400

経費 経費

財 源 内 訳
特 定 財 源 一般財源

経費 経費

財 源 内 訳
特 定 財 源 一般財源
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【森林環境譲与税の使途について】
（歳入）　森林環境譲与税 56,194 千円

（歳出）　森林環境譲与税充当事業費 56,195 千円

【森林環境譲与税充当事業】 （単位：千円）

国県支出金 市債 その他
森林環境
譲与税

その他

未整備協定林整備事業 12,144 12,144

森林調査事業 3,669 3,669

森林境界明確化事業 9,900 9,900

森林環境譲与税基金積立金 30,482 1 30,481

合　　　計 56,195 1 56,194

経費 経費

財 源 内 訳
特 定 財 源 一般財源
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【基金及び市債の残高】 

123 121
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100
110
120
130
140
150
160
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億円 基金残高

 
市の貯金である基金は、各事業を行うにあたり財源が不足しているため、約 18億３千万

円を取り崩す予定です。また、財政調整基金や伊賀市ふるさと応援基金等へ約６億円を積

立てるため、令和２年度末基金の残高は約 137億円となる見込みです。 

市民一人あたりの基金残高は、約 15万円になります。（※1） 

 

 

市が建設事業等のために借入れた市債の残高は、令和元年度末には約 559億円（※2）に

なる見込みです。これは約 59 億３千万円を償還するのに対し、合併特例事業を中心に   

約 63億 5千万円を借入れるため、市債残高が約４億円の増額となります。 

令和２年度は、約 39 億３千万円の借入れに対して、償還額が約 55 億５千万円であるた

め、令和２年度末の市債残高予定額は、令和元年度に比べ約 16億円の減額となります。 

今後も引き続き、償還と借入れのバランスを考慮した健全な運営を行っていかなければ

なりません。 

市民一人あたりの市債残高は、約 60万円になります。（※1） 

※1 伊賀市の人口（住民基本台帳） 91,080人（2020/1/31現在） 

※2 平成 30年度から令和元年度への繰越明許に係る市債発行額約 15億円を含む。 
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○合併特例債を活用する事業

事 業 名 借入予定額 

複合施設整備事業 １１８，２００千円 

児童福祉施設整備事業 １９，０００千円 

伊賀南部環境衛生組合施設整備事業負担金 １７，４００千円 

循環型社会形成推進事業 １０７，５００千円 

汚泥再生処理センター建設事業 ９３５，８００千円 

農業基盤整備事業 ４３，７００千円 

観光施設整備事業 ３，２００千円 

道路橋りょう整備事業 ２６３，９００千円 

臨時地方道整備事業 １４，６００千円 

河川施設整備事業 ３，４００千円 

下排水路整備事業 １６，１００千円 

公園整備事業 ９，８００千円 

消防施設整備事業 １３，６００千円 

中学校施設整備事業 ２１３，６００千円 

農業集落排水接続事業 ９，４００千円 

社会体育施設整備事業 ４２，７００千円 

給食センター施設整備事業 ４，０００千円 

小学校施設整備事業 ３１，１００千円 

公共施設除却事業 ８，１００千円 

計 １，８７５，１００千円 

６市町村が合併した伊賀市は、「合併特例債」という地方債の借入れが認められています。 

この地方債は、地域の一体性を促進する事業や行政サービスの均衡を図る事業、統合に

よる事業等、合併市町村が建設計画に基づき実施する事業が対象で、伊賀市の場合は平成

16年度から令和３年度までの 17年間で約 466億円を借入れることが可能です。（基金造成

のための 38億円を含む。） 

また、平成 30年度までの借入額は約 404億円で、令和２年度は汚泥再生処理センター建

設事業や中学校施設整備事業など約 18億８千万円を借入れる予定です。

-17-



【議会費】

＜６５頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜６５頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

15,047

9,574

地方債 その他 一般財源

事業名 議会広報経費 事業費

　広く住民に議会の活動状況を広報するための経費です。主なものは、市議会中継委託料、
市議会だよりの印刷製本、市議会ホームページ上での会議録検索システム及び録画映像配
信に関する経費です。

15,047
担当課 議会事務局 

国庫支出金 県支出金

9,574
担当課 議会事務局 

　議会内の各委員会が所管する事務調査に関する経費及び議員の調査研究その他の活動に
資するための経費です。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名 行政視察・政務活動等経費 事業費
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【総務費】

＜７７頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜７９頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜８１頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳
書籍等売払代金、広告料

16,889広報作成等業務経費 事業費

7,507
担当課 人事課
事業名 職員研修経費

地方債 その他

事業費

担当課 広聴情報課

国庫支出金

担当課 戸籍住民課

印鑑登録手数料、通知カード再交付手数料、住民基本台帳関係手数料等
※その他特定財源内訳

19,645
県支出金

47,896

　2017（平成29）年10月１日より行っている戸籍住民課窓口業務（各種証明窓口業務・発行業
務、印鑑登録関連業務、郵送業務、戸籍入力業務）の民間委託に関する経費や各支所におけ
る窓口業務に関する経費、個人番号カード交付業務に関する経費です。

91,990事業名

一般財源
7,184

窓口業務経費 事業費

国庫支出金

事業名

その他
16,159

県支出金 地方債 一般財源国庫支出金
730

　伊賀市人材育成基本方針に掲げる「目指す職員像」の実現に向け、職員の意識改革と資
質・能力向上のための研修を、講師招聘又は派遣の方式で実施します。
　今年度は、計画的な階層別研修のほか、内閣府及び観光庁への派遣研修を実施するなど、
市民に寄り添い市政を牽引する人材育成を図ります。

323

　市からおしらせする情報を、わかりやすくかつタイムリーに市民に提供するため、「広報いが
市」の編集発行を年間12回行います。１回あたり約35,600部発行し市内各戸配布するほか、本
庁舎や各支所、各地区市民センター、市内スーパーなどに設置します。また各種研修会に参
加し、職員の広報力の向上につなげます。

地方債

県支出金

※その他特定財源内訳
職員研修助成金、住宅賃借料本人負担金

その他 一般財源
24,449
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【総務費】

＜８３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜８９頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜９３頁＞ 地方創生推進交付金事業 (単位：千円)
新規

事業概要

財源内訳

＜９３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

一般財源

事業名 滞納債権回収対策費 事業費

45,034

13,327

一般財源

　税負担の公平性及び自主財源確保のため、滞納債権の回収と適正な管理を行います。債
権の収納率向上と収入未済額の縮減に取り組み、持続可能で強固な財政基盤の確立に加
え、市民に信頼される行政の推進のため市民負担の公平性、公正性の確保に向け適正な債
権管理に努めていきます。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

45,034

事業費
担当課

担当課

広聴情報課

　行政だより「ウィークリー伊賀市」と文字放送にかかる経費です。市民スタッフがレポーターと
して参加する番組や文字と機械音声によるおしらせ放送など、市民の視点を取り入れた公益
性のある充実した内容の番組づくりに取り組みます。

国庫支出金

債権管理課

地方債 その他

事業名

県支出金

行政情報番組等制作及び放送経費

事業費 698
担当課 総合政策課

その他

事業名 自治基本条例推進経費

県支出金 地方債

事業名 総合計画策定事業

その他

　伊賀市自治基本条例について、2022（令和4）年4月の改正に向け、庁内及び伊賀市総合計
画審議会等において、検討を進めます。

　伊賀市総合計画次期基本計画及び第２期伊賀市まち・ひと・しごと創生総合戦略（2021（令
和３）年度～）について、伊賀市総合計画審議会等で検討し策定します。

地方債

13,327

一般財源

国庫支出金 県支出金

698

一般財源

担当課
5,660

総合政策課

国庫支出金

事業費

1,452 4,208
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【総務費】

＜９３頁＞ 地方創生推進交付金事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜９５頁＞ 地方創生推進交付金事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜９５頁＞ 地方創生推進交付金事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜９５頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

66 207,936 103,760

一般財源

定住自立圏推進事業 事業費
総合政策課

284

国庫支出金

担当課

311,762
担当課 総合政策課

　ふるさと応援寄附金（ふるさと納税）制度等により市のファンづくりを進めるとともに、特産品
の販路拡大を目指し積極的に情報発信等を行います。

国庫支出金 県支出金 地方債

事業名 シティプロモーション推進事業

一般財源

　定住自立圏共生ビジョン懇談会を開催し、共生ビジョンに基づき実施される事業についての
進捗管理、見直しを行います。

2,684

一般財源

14,282

事業名

1,341

※その他特定財源内訳

事業費

その他

担当課 総合政策課

国庫支出金 県支出金

　国立大学法人三重大学、上野商工会議所及び伊賀市が連携協力し、教育・文化・研究の推
進を図るとともに、地域振興上の諸課題に適切に対応するため、地域資源を発掘・活用しなが
ら、地域活性化活動、共同研究等の研究活動、市民向けの生涯学習講座の開催や人材育成
活動等を行います。

事業名 三重大学伊賀連携フィールド事業 事業費

1,343

伊賀市ふるさと応援寄附金、伊賀市ふるさと応援基金利子

地方債 その他

14,217
県支出金

28,499地方創生推進事業 事業費事業名

県支出金 地方債 その他

担当課 総合政策課

　Ｕターン人材を育成するため市内高等学校と連携し「ＩＧＡＢＩＴＯ育成ビジョン」に基づく育成コ
ンテンツを実施します。また、伊賀市若者会議の活動を活発化させ地域住民が主体的に活動
できる仕組みを構築するとともに、外部人材を有効活用するため関係人口の創出に取り組み
ます。このほか、行政情報を活用した情報分析などを行い、シビックプライドの醸成とエビデン
スに基づいた社会減を改善する施策を立案します。

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

284
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【総務費】

＜９７頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜９９頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜１０１頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

その他 一般財源地方債

※その他特定財源内訳

空家等対策推進事業経費

40,073

地方債

交通政策課、伊賀振興課、島ヶ原振興課

29,902

268,813
担当課
事業名

事業費

1,550

　空家等対策の推進に関する特別措置法に基づき、特定空家等への措置を行います。また、
空家等を適切に管理し、利活用を促進するよう啓発を行います。

事業名

県支出金

伊賀鉄道活性化促進事業 事業費

　伊賀線の存続、活性化のため、市が第３種鉄道事業者として車両や駅舎、線路などの鉄道
施設の維持管理等を行うとともに、伊賀鉄道株式会社に対して運営費の補助を行い、市民の
移動手段の確保を図ります。

国庫支出金 県支出金

32,700

事業費

32,524
国庫支出金

その他

交通政策課

143,58740,300

担当課

※その他特定財源内訳

市民生活課空き家対策室

※その他特定財源内訳
14,951

13,676
担当課

　ＪＲ佐那具駅、新堂駅、島ヶ原駅の運営業務 、清掃等維持管理業務などにかかる経費で
す。

地方債 その他 一般財源

国庫支出金 県支出金

66,774

一般財源

事業名 鉄道網整備促進経費

7,487 6,189

駐車場事業特別会計繰入金、入場券売払収入

ふるさと応援基金繰入金、伊賀線経営安定化等基金繰入金、
地域公共交通網形成計画事業負担金等

市有土地建物貸付収入、返還金

-22-



【総務費】

＜１０３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜１０３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜１０５頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜１０５頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳
大山田財産区特別会計繰入金

一般財源

事業名 行政バス運行経費 事業費

国庫支出金 県支出金

担当課 交通政策課、伊賀振興課、島ヶ原振興課、阿山振興課、大山田振興課、青山振興課

15,623

交流拠点施設維持管理経費 事業費

120,862

その他

地方債 その他
105,239

※その他特定財源内訳

　さるびの温泉施設の管理運営に関する経費です。

11,882

※その他特定財源内訳
4,132

　 「伊賀市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づき、来たい・住みたい・住み続けたいまちの
実現に向けて、交流人口を増加させ、市外から人を呼び込むための移住・交流事業に取り組
みます。また、地域おこし協力隊を活用し、地域課題の解決や地域振興に取り組みます。

事業名

国庫支出金

県支出金

7,000

移住・交流推進事業
担当課 地域づくり推進課、島ヶ原振興課、大山田振興課

31,023
担当課

500
一般財源地方債

大山田振興課

30,523

県支出金 一般財源

事業名 事業費

事業名

750
地方債

35,908

その他

担当課 島ヶ原振興課

　島ヶ原ふれあいの里管理運営に要する経費です。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

ふるさと応援基金繰入金　　

37,408ふれあいの里維持管理経費 事業費

一般財源

島ヶ原財産区特別会計繰入金

行政サービス巡回車使用料、ふるさと応援基金繰入金

1,500
※その他特定財源内訳

国庫支出金

　公共交通機関空白地域における生活交通手段の確保と高齢者等の交通弱者の移動手段の
確保を目的としてコミュニティバス、行政バス（行政サービス巡回車等）を運行します。地域住
民のニーズや利用実態を把握し、伊賀市地域公共交通網形成計画に沿った効率的な運行を
行います。
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【総務費】

＜１０５頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜１０７頁＞ 合併特例債事業 (単位：千円)
新規

事業概要

財源内訳

＜１０７頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜１０９頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

その他

国庫支出金 地方債

一般財源

　日本人住民と外国人住民が互いに理解し協力しあって、国籍や文化の違いを越えて共生で
きる地域社会の構築に向けて事業を推進します。
　事業のさらなる推進を図るため、多文化共生推進指針の策定に取り組みます。
　在住外国人の多国籍化が進んでいることから、翻訳機の導入を進めます。

88,948地方バス路線維持経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 事業費

　バス事業者が経営から撤退した５路線（友生線、西山・島ヶ原線、諏訪・予野線、柘植線、月
瀬線）について、廃止代替バスとして市がバス事業者に運行を委託し、バス路線を維持しま
す。

国庫支出金

担当課 交通政策課
事業名

文化振興基金繰入金、岸宏子文学振興基金繰入金等

県支出金 地方債 その他 一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債

88,948

118,200

伊賀振興課、青山振興課

　伊賀市公共施設最適化計画に基づき、持続可能な公共サービスの実現に向け、伊賀支所
及び青山支所について、現在分散している公共施設の複合化整備を行います。

124,594

事業名

事業名

一般財源

※その他特定財源内訳

国庫支出金

市民生活課

5,975

担当課

27

13,294多文化共生推進事業 事業費

　上野天神祭だんじり行事をユネスコ無形文化遺産として保存・継承していくため、運営に要す
る経費について助成を行います。

県支出金 その他

事業名 複合施設整備事業 事業費

担当課 文化交流課

7,577 851
一般財源

文化振興一般経費 事業費

担当課

8,428

国際交流基金利子　　　

※その他特定財源内訳

県支出金 地方債 その他

6,394

7,292
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【総務費】

＜１１３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜１１７頁＞ (単位：千円)
新規

事業概要

財源内訳

＜１２１頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜１２３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

一般財源県支出金 地方債
3,884

担当課 文化交流課

　芭蕉翁生家の保存改修工事を行います。

30,455
国庫支出金

事業名

国庫支出金

　行政事務の効率化と確実性を図るために導入されている基幹系システムや、日々の業務の
利便性を高めるための内部情報システム（財務会計・文書管理・グループウェアシステム等）
の安定した稼動を確保するためのシステム保守にかかる経費です。
　また、近年のサイバーテロや個人情報流出防止のため、情報システムのセキュリティ対策を
強化することにより、市民から預かっている個人情報及び行政内部情報の安全性の確保を行
います。

一般財源

32,600

担当課 広聴情報課

県支出金

その他

事業名 66,939芭蕉翁記念館・偲翁舎・蓑虫庵等改修事業 事業費

17,832
担当課 広聴情報課

　社会保障・税番号制度に関する番号法対応機器及びプログラムの保守を行います。また、
既存業務システムと国の情報提供ネットワークシステムを中継する中間サーバー機器及びシ
ステムの保守を行います。

事業費

国庫支出金 県支出金 地方債

事業名 事業費社会保障・税番号制度関連経費

その他 一般財源

地方債 その他

17,832

161,647

20,774事業名 芭蕉翁顕彰事業

161,647

担当課

1,551

情報システム管理経費 事業費

その他 一般財源

　俳聖松尾芭蕉生誕地として、その文化功績を讃え、芭蕉顕彰を行うとともに市民の間に俳句
がより一層浸透するよう俳句啓発事業に取り組みます。また、俳句関連団体及びゆかりのあ
る自治体と連携を取り、協議会活動を通じて俳句のユネスコ無形文化遺産登録を目指します。

文化交流課

国庫支出金 県支出金 地方債

※その他特定財源内訳
19,223

芭蕉翁顕彰事業基金利子　　
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【総務費】

＜１２７頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜１３１頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜１３３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

176,156
担当課 地域づくり推進課、各支所振興課

　伊賀市自治基本条例に基づき、各地域における住民自治協議会の運営及び地域が主体と
なり取り組むまちづくり事業を支援するため、地域包括交付金を交付し、住民自治活動の推進
を図ります。
　また、今年度は、「地域絆づくり補助金」を創設し、コミュニティ醸成と交流人口創出のため、
地域の特性や資源を活かし、複数の住民自治協議会が連携して自主的に実施する事業を支
援します。

14,800 6,33684,255
※その他特定財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名 住民自治協議会推進経費 事業費

人権啓発推進経費 事業費

15,786

16,336
担当課 人権政策課 、伊賀振興課、島ヶ原振興課、阿山振興課、大山田振興課、青山振興課

　部落差別をはじめとするあらゆる差別をなくし、人権が尊重される明るく住みよいまちを実現
するため、人権フェスティバルなどの大きなイベントや地区単位での講演会や懇談会などを開
催し、人権啓発と人権侵害防止の取り組みを行います。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名

550

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

　整備方針等に沿って、老朽化した三田地区市民センターの改修工事及び地域との協定に基
づき花垣地区市民センターの移転工事等を行います。

担当課 上野振興課
事業費 105,391事業名 地区市民センター施設改修事業

175,346

環境保全基金繰入金

伊賀市振興基金繰入金

810
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【総務費】

＜１３５頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜１３９頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜１４３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜１４３頁＞ (単位：千円)
新規

事業概要

財源内訳

事業名 男女共同参画プラン策定業務経費 事業費 928

県支出金 地方債 その他 一般財源
928

3,436
県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名 男女共同参画推進経費 事業費 1,439
担当課 人権政策課

　少子高齢化が進み、女性の労働力が期待されるなか、女性も男性も社会の一員としてあら
ゆる分野で個性と能力を発揮していくことが求められています。このことから、性別に関係なく
参画する機会の確保を目指し、政策・方針決定過程や地域社会への女性の登用・参画を推進
します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
1,439

事業名 避難行動要支援者支援対策経費 事業費 2,747

担当課 人権政策課

　第4次伊賀市男女共同参画基本計画を策定します。

国庫支出金

担当課 総合危機管理課

　高齢者や障がい者など災害時の避難に支援が必要となる人（避難行動要支援者）に対し、
地域において災害情報の提供や避難等の手助けなどの支援を素早く安全に行うための基本
方針「伊賀市避難行動要支援者避難支援プラン」に基づき、避難行動要支援者名簿を作成し
ます。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
2,747

　ハザードマップの作製、避難所看板の設置、防災行政無線システムデジタル化工事を実施し
ます。

国庫支出金
3,432

事業名 地域防災力強化推進事業 事業費 6,868
担当課 総合危機管理課
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【総務費】

＜１４３頁＞ (単位：千円)
新規

事業概要

財源内訳

＜１５３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜１５９頁＞ (単位：千円)
新規

事業概要

財源内訳

＜１６１頁＞ (単位：千円)
新規

事業概要

財源内訳

＜１６７頁＞ (単位：千円)
新規

事業概要

財源内訳

事業名 国土強靭化地域計画推進事業 事業費

事業費 20,119
担当課 収税課

　市税収納率の向上のため、口座振替の推進、コンビニ収納や夜間窓口の開設、通訳を兼ね
た納税相談員の雇用を行うなど、納税環境の充実を図るとともに、自主納付されない場合は
文書での催告、電話や窓口での納税相談、滞納処分等により市税収入の確保に努めます。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名

国勢調査経費

4,795 15,324

税務関係諸証明手数料、督促手数料
※その他特定財源内訳

選挙管理員会事務局

一般財源

38,447
その他 一般財源

事業費

県支出金 地方債

38,447
担当課 総務課

　５年に一度の国勢調査を実施します。

国庫支出金

事業名

事業名

国庫支出金 県支出金

56,848

その他

56,848
国庫支出金 県支出金 地方債

担当課
市長選挙執行経費 事業費

徴収事務経費

事業費

　2020（令和２）年11月20日任期満了に伴う伊賀市長選挙執行に係る経費を計上します。

118,614

その他 一般財源

市議会議員選挙執行経費事業名
担当課 選挙管理員会事務局

118,614

　2021（令和３）年３月31日任期満了に伴う伊賀市議会議員選挙執行に係る経費を計上しま
す。

地方債

8,331
担当課 総合危機管理課

　伊賀市国土強靭化地域計画を策定します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

ふるさと応援基金繰入金

8,283 48
※その他特定財源内訳
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【民生費】

＜１７３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜１７９頁＞ (単位：千円)
新規

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜１７９頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜１８１頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

地域福祉基金繰入金、行政財産目的外使用料等

介護高齢福祉課

　福祉有償運送実施法人の継続的な運行のため、運営に係る費用の一部を助成します。
　また、福祉有償運送実施法人の購入した福祉車両及び運転者講習に係る経費の助成を行
います。

担当課

11,946
一般財源

その他県支出金

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

11,951

5

894 447

事業名 福祉有償運送支援事業 事業費

5,116

担当課

一般財源

事業名 地域福祉推進事業 事業費 6,457
介護高齢福祉課

　成年後見制度を利用しやすくするために、名張市と共同で設置した伊賀地域福祉後見サ
ポートセンターを伊賀市社会福祉協議会に運営委託しており、本年度も継続して実施します。
　また、伊賀市社会福祉協議会が実施する日常生活自立支援事業を利用する人のうち、低所
得者に対する利用料を市が助成します。

国庫支出金 地方債

83,694
担当課

　地域が抱えているさまざまな福祉課題を解決するため、社会福祉法第109条に基づく社会福
祉協議会が担う地域福祉活動支援に対する人件費及び運営費に対する補助を行います。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

医療福祉政策課
事業名 社会福祉協議会関係経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 事業費

31,592 52,102

一般財源

地域福祉基金繰入金、島ヶ原財産区特別会計繰入金等

複写料

事業名 伊賀市総合福祉会館維持管理経費 事業費 11,287
担当課 医療福祉政策課

11,287

　地域福祉の推進及び勤労者福利の増進を図るための拠点施設として整備した伊賀市総合
福祉会館について、指定管理者制度を活用し適切に維持管理を行います。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
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【民生費】

＜１８１頁＞ (単位：千円)
新規

事業概要

財源内訳

＜１８３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜１８３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜１８３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

介護高齢福祉課

　市内に住所を有する寝たきり高齢者などの生活の向上に寄与するため、福祉手当を支給し
ます。

4,320
地方債 その他

地方債 一般財源

一般財源

寝たきり高齢者等福祉手当支給経費 事業費

国庫支出金 県支出金

担当課

12,456

4,320事業名

重度身体障害者（児）福祉手当支給経費 事業費 12,456
担当課 障がい福祉課

　常時介護を必要とする在宅の重度障がい者及び重度障がい児の生活の向上及び、介護者
の経済的負担の軽減を図るため、福祉手当を支給します。

国庫支出金 県支出金

24,290 8,114

その他

事業名

担当課 障がい福祉課

　重度の障がいがある在宅の人で、日常的に特別な介護を必要とする人に特別障害者手当
（児童にあっては障害児福祉手当）を支給します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

　地域福祉計画推進委員会を開催し、2021（令和３）年度から始まる第4次地域福祉計画を策
定します。

32,404事業費事業名

事業名

特別障害者手当支給経費

地域福祉計画策定事業
医療福祉政策課

事業費 329

329
その他 一般財源国庫支出金

担当課

県支出金 地方債
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【民生費】

＜１８５頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜１９３頁＞ (単位：千円)
新規

事業概要

財源内訳

＜１９５頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜１９７頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

生活困窮者自立支援事業 29,320
担当課 生活支援課

その他 一般財源

障がい者福祉計画策定事業

県支出金 地方債
19,683

　生活困窮者自立支援法に基づき、幅広く生活上の困りごとに対応する自立相談支援事業、
住居確保給付金の支給のほか、就労にむけた準備を支援する就労準備支援事業、子どもの
学習・生活支援事業、家計改善支援事業、ひきこもりサポート事業を実施します。自立相談支
援事業については体制を強化し、ひきこもりを含め相談支援の強化を図ります。

国庫支出金

事業費

事業名

9,637

186,039 194,953

380,992
担当課 保険年金課

　障がい者、一人親家庭等、子どもの医療費の一部を助成することにより、受給者の保健の向
上と福祉の増進を図ります。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名

2,016,751
担当課 障がい福祉課

　障害者総合支援法第28条から第35条の規定に基づく介護給付費及び訓練等給付費や児童
福祉法に基づく障害児通所給付費等を支出します。
　また、障害者総合支援法に基づく自立支援医療、補装具費（交付・修理）を支出します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名

1,006,601 503,301 600 506,249

医療費助成経費 事業費

5,828

自立支援等給付事業 事業費

5,828
担当課 障がい福祉課

　第４次障がい者福祉計画及び第６期障がい福祉計画を策定します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名

事業費

過誤払返納金
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【民生費】

＜１９７頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

＜１９９頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

＜２０１頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜２０５頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

6,486

31,966

保険年金課

国庫支出金 県支出金

医療費助成経費（現物給付化経費）

地方債 その他

担当課

　医療機関を受診することが多い０歳から就学前までの子どもを対象に、医療費の現物給付
化（窓口無料）を実施し、重点的に子育て世代を支援することで、安心して子どもを産み育てる
ことができる環境の整備を図ります。

事業名

国庫支出金 県支出金

　歴史的・社会的理由により、生活環境などの安定向上が阻害されている地域住民の生活の
安定と福祉の向上を図り、また国民的課題である部落差別の解消に向け、同和行政を推進し
ます。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名 同和行政事務管理経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 事業費 6,486
担当課 同和課、伊賀振興課

一般財源

事業費
担当課 介護高齢福祉課

3,532 6,250

一般財源

事業名 医療費助成経費（単独分） 事業費 69,386
担当課 保険年金課

　市単独事業で、障がい者、子ども（中学生）の医療費の一部を助成することにより、受給者の
保健の向上と福祉の増進を図ります。また、就学前の子どもに対する所得制限撤廃を継続し、
子育て世代を支援します。

地方債 その他

69,226

37,260

事業名 老人クラブ活動助成事業

国庫支出金

事業費

県支出金 地方債 その他

69,386

　高齢者の生きがいの創出と孤独化の防止、地域での高齢者のつながりを強めることを目的
とした老人クラブの活動に対して助成を行います。

9,782

一般財源
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【民生費】

＜２０７頁＞ 合併特例債事業 (単位：千円)
新規

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜２０９頁、２１７頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜２２７頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

県支出金

その他

事業名 放課後児童対策事業

278 30,390

31,282事業費

一般財源

担当課

211

担当課
91,611

909

10,552

隣保館管理経費・隣保館事業経費

こども未来課

県支出金

国庫支出金

事業名

国庫支出金
30,467

地方債

八幡町・下郡・寺田市民館、いがまち人権センター、ライトピアおおやまだ、青山文化センター

国庫支出金 県支出金

その他
30,476

地方債
20,519

担当課

　伊賀市隣保館条例に基づく各隣保館施設の管理のほか、人権・同和問題の速やかな解決
の推進に資する拠点施設として、生活相談、職業相談、就労相談、健康相談などの各種相談
業務や啓発事業を実施します。
　また、地域の高齢者の健康増進や生きがい活動、地域間交流の場として、各種教室や地域
福祉事業などを実施し、部落差別をはじめとするあらゆる差別撤廃に向けた取り組みを進めま
す。

事業費

　就労等により昼間保護者のいない家庭の小学生を育成・指導する放課後児童クラブを開設
し、指定管理者制度による運営を行います。（上野12か所　伊賀３か所　島ヶ原１か所　阿山１
か所　大山田１か所　青山１か所）
　また、社会福祉法人等による放課後児童クラブ運営を支援します。

9,009

　伊賀市火葬場設置条例より廃止となった老川火葬場の建物・炉の解体を行います。

8,100
地方債 その他

火葬場解体等事業経費

電気ガス使用料

事業費

一般財源

一般財源

青山支所振興課

事業名

生活館　使用料、事業参加負担金等

公共施設最適化基金繰入金
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【民生費】

＜２２９頁＞ 安心支援パッケージ事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜２２９頁＞ 安心支援パッケージ事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜２２９頁＞ 安心支援パッケージ事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

その他地方債

　伊賀市要保護児童及びＤＶ対策地域協議会を開催し、関係機関のネットワーク強化や個別
ケースの情報共有に努めるほか、産前や産後で心身の負担が大きい時期に、母親の体調不
良等により家事や育児が困難な家庭で、保健師がかかわる中で支援が必要であると認められ
る保護者等に対し、ヘルパーを派遣し、家事や育児の支援を行います。

担当課

464

267事業費

636

子育て支援基金繰入金等

301

事業名 子育て包括支援センター費

89

事業名

国庫支出金

　育児の援助を受けたい人（依頼会員）と育児の援助を行いたい人（提供会員）からなる会員
組織で、会員間の相互援助活動を行うことにより、仕事と育児が両立できる環境や地域での
子育てを整備します。また、事業を利用するひとり親家庭の負担を軽減し、安心・安全な子育
て環境を整えます。

子育て支援対策事業
担当課

事業費

子育て支援基金繰入金

89
国庫支出金 県支出金 一般財源

こども未来課

子育て支援基金繰入金等

56

事業名 ファミリーサポートセンター運営事業 事業費

その他

こども未来課

286301

こども未来課

636

一般財源

その他

89

国庫支出金 県支出金 地方債

65
県支出金

944
担当課

1,801

一般財源

　ハイトピア伊賀において、地域の子育て支援センターの総括となる子育て包括支援センター
を運営します。また、自然の中で親子のふれあいを楽しめる広場を提供するとともに、子育て
相談を実施します。

地方債
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【民生費】

＜２３１頁＞ 安心支援パッケージ事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜２３３頁＞ 安心支援パッケージ事業 (単位：千円)
新規

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜２３５頁＞ 安心支援パッケージ事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜２４９頁＞ (単位：千円)
新規

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳
被災市町村負担金

1,351 500

担当課 人事課

　2019（令和元）年に発生した台風１９号で被災した、長野県上田市へ職員を派遣します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

282,356
担当課 保育幼稚園課

私立保育所施設整備事業

事業名 被災地支援経費 事業費 1,851

　老朽化が著しいみどり第二保育園の改修を行うことに対して補助を行います。

国庫支出金 その他 一般財源

事業費

一般財源県支出金

事業名

21,403

国庫支出金

担当課 こども未来課

その他
6,370

　児童福祉法や発達障害者支援法等に基づき、子どもの成長発達に不安や悩みを持つ保護
者や関係者からの相談に応じます。また巡回訪問や研修会を実施し保育士や教諭等へより個
別的、専門的な助言を行えるよう児童発達支援センターと連携を図ります。また児童発達支援
センターと連携し乳幼児期、学齢期から青年期まで途切れのない支援を受けられるシステムを
構築します。

5,011

県支出金 地方債

10,022
地方債

123,300 30,911

4,706事業名

128,145

事業名

その他
3,256 37

　母子・父子自立支援員を配置し、家庭紛争、結婚、離婚などの相談に応じ自立に必要な情報
提供、指導を行います。また、就業に結びつく可能性の高い教育訓練講座の受講料の一部給
付や、高等職業訓練促進給付金、高等学校卒業程度認定試験合格支援給付等、母子・父子
家庭の生活の負担を軽減し自立を支援するための給付等を行います。

県支出金 地方債

発達支援事業

子育て支援基金繰入金

事業費

こども未来課

子育て支援基金繰入金

国庫支出金

子育て支援基金繰入金

1,413

事業費
担当課

一般財源

母子・父子自立支援事業
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【衛生費】

＜２５３頁＞ 安心支援パッケージ事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜２５５頁＞ 安心支援パッケージ事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜２５５頁＞ 安心支援パッケージ事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜２５５頁＞ 安心支援パッケージ事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

事業名 母子健康診査事業 事業費

498

　母子保健コーディネーターを配置し、妊娠・出産から子育て期までの家庭の個別ニーズを把
握し、必要なサービスを円滑に利用できるよう個別支援計画を作成するとともに情報提供や相
談など切れ目のない支援を行います。

497 497
国庫支出金

1,941

72,799
担当課 健康推進課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

　母子保健法に基づき、妊婦一般健診、乳児健診、１歳６ヶ月児健診、３歳児健診等、母子の
健康の保持及び増進に関する事業を実施します。

事業名 乳幼児の育成指導事業 事業費

子育て支援基金繰入金

2,850 2,850 67,099

担当課 健康推進課

　出産後4か月までの母子の全戸訪問（こんにちは赤ちゃん訪問）、要経過観察家庭への訪問
（養育支援訪問）、出産直後の産婦に対する産後ケア事業を実施します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

1,492

県支出金 地方債
1,818

事業費

一般財源

701 556 145 539

子育て支援基金繰入金

事業名
担当課 健康推進課

利用者支援事業

不妊治療等助成事業

　特定不妊治療、男性不妊治療、不育症治療、一般不妊治療等に要した費用の一部助成を
行います。

国庫支出金

3,605事業名

1,787

子育て支援基金繰入金

担当課 健康推進課

その他

事業費

子育て支援基金繰入金

県支出金 地方債 その他 一般財源
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【衛生費】

＜２６３頁＞ 安心支援パッケージ事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜２６５頁＞ 安心支援パッケージ事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜２６９頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

その他 一般財源

　健康増進法に基づく歯周疾患検診や２０歳以上を対象とした成人歯科健診、在宅要介護者
を対象とした訪問歯科健診を実施し、口腔衛生の向上を図ります。また、妊婦を対象とした妊
婦歯科健診を実施し、妊婦自身の口腔ケアを勧めるとともに、子どもの歯の健康について意
識の向上を図ります。

県支出金

一般財源

担当課 健康推進課

4,547
国庫支出金

子育て支援基金繰入金

1,399 551 1,995

事業名 歯科保健事業 事業費 3,945
担当課 健康推進課

国庫支出金

県支出金

地方債

事業名 予防接種業務経費 事業費

12,618

　予防接種法に基づく定期予防接種を行うほか、乳幼児に対するロタウイルスワクチン接種、
おたふくかぜ予防接種、妊娠を希望する女性等に対する風しんワクチン接種の費用の一部助
成を行います。また、新たに骨髄移植手術その他の医療行為により、免疫が低下または消失
した接種済みの定期予防接種の再接種費用助成を開始します。

250,544

217,49115,888
地方債 その他

14,857

子育て支援基金繰入金

一般財源その他

事業名 地球温暖化防止推進事業 事業費 14,857
担当課 環境政策課

環境保全負担金、環境保全基金繰入金等

　地球温暖化対策事業の推進のため、次世代自動車充電設備の維持管理や、伊賀市環境保
全市民会議への活動支援などを行います。
また、街路灯のＬＥＤ照明への取り換えのための材料を支給します。

地方債県支出金国庫支出金
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【衛生費】

＜２６９頁＞ (単位：千円)
新規

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜２７１頁＞ (単位：千円)

事業概要

財源内訳

＜２７３頁＞ (単位：千円)
新規

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜２７５頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

19,905

担当課 市民生活課

　斎苑施設の老朽化に伴い、火葬炉等の改修工事を行います。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
8,000 794 2,777

2,977

事業名 斎苑施設改修事業 事業費 11,571

事業名 合併処理浄化槽設置及び管理事業 事業費 33,549
担当課 下水道課

　公共下水道、農業集落排水事業などの集合処理による整備方式と併せて、その事業対象地
域以外の地域について、個別処理方式により公共用水域の水質保全と生活環境の改善を図
ります。また、設置費用の一部を補助することにより、合併処理浄化槽の設置を促進します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
9,928 3,716

事業名 環境基本計画策定事業 事業費 2,977
担当課 環境政策課

伊賀市環境基本計画を策定します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

一般財源国庫支出金

一般廃棄物処理手数料、広告料等

　一般廃棄物の減量化・再資源化及び環境美化を図るため、ごみ減量・リサイクル等推進委
員会を定期的に開催し、市と協働で施策を進めます。
　ごみの減量化に対する意識の高揚と、ごみ処理費用の公平な費用負担を図るため、指定ご
み袋の有料化制度を継続します。
　再生利用可能な廃棄物の集団回収を行い、実績をあげた登録団体に対し、資源再利用物回
収奨励金を交付するとともに、家庭から排出される食物くずの減量化と堆肥としての資源化を
図るため、生ごみ処理容器を設置する者に対し、購入費の一部を補助します。

10,263

担当課 廃棄物対策課
事業名 一般廃棄物減量等推進事業 事業費 10,263

県支出金 地方債 その他

環境保全負担金

建物総合損害共済災害共済金
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【衛生費】

＜２７７頁＞ 合併特例債事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜２７７頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜２７９頁＞ 合併特例債事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜２８１頁＞ 合併特例債事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

17,400 128,669

事業名 伊賀南部環境衛生組合負担金

一般財源

事業費 146,069
担当課 青山振興課

63,400 23,869 144,656

44,100 74,945 705,202

75,862 358,079

一般廃棄物処理手数料等

担当課 さくらリサイクルセンター

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第6条第1項の規定に基づき、市内の一般廃棄物処理
実施計画の策定を行い、分別収集を市民に周知するとともに、資源・ごみ収集カレンダーの作
成、一般廃棄物の収集業務の委託や警告シール貼付による分別励行指示などを行います。
　地域の環境整備及びごみ収集の効率化を図るため、自治会等が管理するごみ集積場の整
備（新規・改修）に要する経費の一部に対して補助金を交付します。

ごみ等処理手数料、物品等売払代金等

県支出金

433,941

事業費

ごみ等処理手数料等

　さくらリサイクルセンターにおいて、伊賀北部地区から排出される可燃性ごみを中継して、民
間処理場へ搬出し、処理を行います。また、中継施設の運転維持管理業務、処分業務を委託
します。

担当課 さくらリサイクルセンター
事業名 ごみ中継施設維持管理経費 事業費 824,247

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

その他

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名 資源化ごみ処理及び施設維持管理経費

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

　さくらリサイクルセンターにおいて、施設に搬入された資源化ごみの再生資源化にかかる中
間処理や資源化ごみ保管施設の運営・維持管理に係る経費です。

231,925

担当課 廃棄物対策課、さくらリサイクルセンター、青山振興課
事業名 ごみ収集経費 事業費

　青山支所管内のごみを収集・処理している伊賀南部環境衛生組合への負担金です。

国庫支出金 地方債
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【衛生費】

＜２８５頁＞ (単位：千円)
新規

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜２８７頁＞ 合併特例債事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

49,500

事業名 ごみ燃料化施設廃止経費 事業費 49,500
担当課 さくらリサイクルセンター

　ごみ燃料化施設の廃止に伴い、廃止施設内の機械設備内に残留している廃棄物の清掃を
行います。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

935,800 49,256

985,056
担当課 浄化センター

　汚泥再生処理センターの建設工事、設計施工監理業務委託に加えて、第2処理場閉鎖に伴
う業務、付帯工事を実施します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名 汚泥再生処理センター建設事業 事業費

ＲＤＦ処理委託料清算金
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【労働費】

＜２８９頁＞ 地方創生推進交付金事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

事業名 雇用、勤労者対策事業 事業費 43,042
担当課 商工労働課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

　地元での就職を希望する学生や求職者に対し、市内立地企業等との情報交換の場として、
「合同就職セミナー」を開催し、地元雇用の促進を図ります。
　また、市内に居住、勤務する勤労者の生活の安定と福祉の向上を図るため、各関係機関、
団体などに支援します。
　加えて、職場環境の改善を図るために、関係機関とさらに連携を密にし、労働条件に関する
指導や、少子化対策としての育児・介護制度、企業内においての人権教育を啓発します。

713 40,000 2,329

勤労者住宅・生活資金融資貸付金元利収入
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【農林業費】

＜２９９頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜２９９頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜３０１頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜３０１頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

農林振興課

　中山間地域等直接支払制度第５期対策（2020（令和２）年～2024（令和６）年度）として、各集
落の実施協定面積に対して交付金の直接支払を行います。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
78,487 33,710

13,496

中間管理事業業務委託金

2,481

事業名 中山間地域等直接支払交付金事業 事業費 112,197
担当課

11,250

27,400
一般財源

1,037

事業名 新規就農者総合支援事業 事業費 11,250
担当課 農林振興課

　各地区で策定された「人・農地プラン」で、今後の地域の中心となる経営体（担い手）に位置
付けられた新規就農者等について、経営が不安定になりがちな就農5年目までの者を対象に
給付金を交付します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

担当課 農林振興課

　経営所得安定対策は、販売価格が生産費を恒常的に下回っている作物を対象にその差額
を交付することにより、農業経営の安定と国内生産力の確保を図り、食糧自給率の向上と農
業の多面的機能を維持することを目的とするものです。事業の推進は、ＪＡと市で事務局を構
成する伊賀市農業再生協議会を中心とし、東海農政局や三重県と連携して実施します。
　また、伊賀米振興協議会の活動経費の負担を行います。当該支援団体の活動支援を通し
て、伊賀地域における稲作栽培の技術向上および米の品質向上を図ると同時に、経済情勢、
需要動向に対応した計画的生産を行うことで、安定した生産販売体制を構築します。また「伊
賀米」ブランドの普及、販売拡大に努めます。

国庫支出金 県支出金 地方債

28,437
担当課 農林振興課

　担い手への農地集積・集約化を加速するため、農地中間管理機構を通じて農地を貸し付け
た地域、又は個人に対して協力金を交付します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 伊賀米生産振興経費 事業費 15,977

事業名 農地集積協力金交付事業 事業費

その他 一般財源
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【農林業費】

＜３０３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜３０３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜３０７頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜３０７頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

　伊賀市バイオマスタウン構想に基づき、遊休農地を利用して菜の花を栽培することで、農村
地域の景観形成を図りながら循環型農業を目指す「菜の花プロジェクト」を推進します。
　また、農業団体、商工業団体などで構成された「菜の花プロジェクト推進協議会」において、
菜の花を核とした活動で農村地域だけに限らず市街地も含めた地域活性化を目指します。

担当課 農林振興課

国庫支出金 県支出金 地方債

1,699

ふるさと応援基金繰入金

農林関係土木事業費分担金、土地改良施設維持管理適正化事業交付金

22,595 5,675

事業名 循環型農業実現モデル推進事業 事業費

28,270事業名 土地改良施設維持管理適正化事業 事業費

11,000

担当課 農林振興課

　集落営農組織を対象に、農業機械器具の購入費又は農業用建物の新築・改修経費を助成
し、営農組織の規模拡大と生産コストの低減、効率化への取組みを支援します。

国庫支出金 県支出金 地方債

11,000

その他 一般財源

その他 一般財源
1,699

事業名 集落営農支援事業 事業費

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
22,560

事業名 有害鳥獣駆除事業

14,928

担当課 農林振興課

　市に持ち込まれたアライグマ・ヌートリア等の外来種の処分及び猟友会に各地域からの要請
のあった有害鳥獣の駆除を委託し、　住環境の改善を図ります。
　また、有害鳥獣による被害の深刻化・広域化に対応するため、緊急捕獲活動を支援します。

37,488事業費

担当課 農村整備課

　土地改良施設の改修を行い、施設機能の保持と延命化を図ります。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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【農林業費】

＜３０７頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜３０９頁＞ 合併特例債事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜３０９頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜３０９頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

県営土地改良事業費分担金

農林関係土木事業費分担金

43,700 14,558 20,503

78,761

一般財源地方債

事業名 県営事業負担金 事業費

160,907

担当課 農村整備課

　団体営事業規模を超える大規模土地改良事業等で県営事業の採択要件を満たす事業につ
いては、事業採択を積極的に受けることで市費及び受益者負担金の軽減を図り土地改良事
業を推進します。

国庫支出金 県支出金 その他

53,041

事業名 多面的機能支払交付金事業 事業費
担当課 農村整備課

　農業・農村は、国土の保全、水源のかん養、自然環境の保全、良好な景観の形成等の多面
的機能を有していますが、近年の農村地域の過疎化、高齢化、混住化等の進行に伴う集落機
能の低下により、地域の共同活動によって支えられている多面的機能の発揮に支障が生じつ
つあります。
　このため、農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るための地域の共同活動に係
る支援を行い、地域資源の適切な保全管理を推進します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

213,948

6,100
担当課 農村整備課

　2018（平成30）年度の西日本豪雨により、多くのため池が決壊したことから、伊賀市内の農業
用ため池について、提体決壊時の浸水想定区域調査及び浸水想定区域図の作成を行いま
す。

国庫支出金 県支出金 地方債

事業名 農業水路等長寿命化・防災減災事業 事業費 30,850
担当課 農村整備課

　農業用水路等を長寿命化することで、災害による被害を未然に防ぎ、災害時において発生し
得る被害を最小化するための工事を行います。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
15,000 6,800 7,600 1,450

事業名 団体営ため池等整備事業 事業費

その他 一般財源
6,000 100
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【農林業費】

＜３１１頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜３１１頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜３１３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

16,009
担当課 農村整備課

　地籍調査の成果は、土地の基礎情報であり、インフラ整備の円滑化等に大きく貢献すべく、
第７次国土調査事業10ヶ年計画に基づき当事業を進めています。当市の本年度事業として、
中村地区の調査を実施します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

7,500 1,480

8,980
担当課 農林振興課

　家畜保健衛生対策や優良素牛の導入に対し助成を行い、伊賀牛の更なる優良化を促進し、
出荷価格を安定させることにより、畜産経営の安定化と生産体制強化を目的として実施しま
す。
　また、伊賀牛生産農家の団体である肥育部会に対し、広報活動や生産体制強化のために助
成を行います。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名 畜産振興事務経費 事業費

11,797 4,212

事業名 国土調査事業 事業費

事業名 農地中間管理機構関連農地整備事業 事業費 29,988
担当課 農村整備課

　2020（令和2）年度より諏訪地域のほ場整備を図ります。計画期間は2020（令和2）年度～
2026（令和8年）度の7年間で、整備面積は24haを計画しています。
　2020（令和2）年度では『従前地測量業務委託』及び、『実施計画策定業務委託』を実施しま
す。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
24,375 5,613

ふるさと応援基金繰入金
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【農林業費】

＜３１３頁＞ 地方創生推進交付金事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜３１５頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜３１７頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜３１７頁＞ (単位：千円)
新規

事業概要

財源内訳

担当課 農林振興課

国庫支出金

農林振興課

県支出金 地方債 その他 一般財源
500 1,153

事業名 森林環境創造事業 事業費 4,281
担当課

　伊賀市森林整備計画に基づき、国産材価格の低迷、林業施業者の高齢化や後継者不足な
どを原因とした放置林の増加等により機能低下した森林について、針葉樹と広葉樹の混交し
た多様な森林づくりを進めます。これにより、将来にわたり森林の有する水源のかん養、生物
多様性の保全、地球温暖化の防止など多面的機能の持続を目指します。

事業費

4,064

5,717

担当課 農林振興課

　市内に存在する森林の適正管理を推進するため、緊急に間伐すべき森林について、間伐経
費と搬出経費の一部を助成します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
2,850 5,855

事業名 流域防災機能強化対策事業 事業費 11,000
担当課 農林振興課

一般財源

11,000
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

国庫支出金

　近年、肥育用の素牛価格が高騰しており、伊賀牛の生産頭数が年々減少する中、「伊賀牛
の増頭に関する検討会議」を設置し、ＥＴ事業（受精卵移植事業）の拡大検討を含め、伊賀牛
の増頭に向けた検討を生産者・関係者を含めて協議します。

県支出金 地方債 その他

事業名 畜産振興事業費

公共施設最適化基金繰入金、伊賀市食肉センター負担金等

　みえ森と緑の県民税市町連携事業として、土壌侵食のおそれがある渓流沿いの森林におい
て、流域の防災機能の強化を図ることを目的に県が実施する災害緩衝林整備事業の整備範
囲と一体的に、根系や下層植生の発達を促す森林整備を実施することで、より効果が発揮で
きる森林等の間伐整備を行います。

8,705

1,500 1,150 1,631

事業名 緊急間伐・搬出間伐推進事業 事業費
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【農林業費】

＜３１７頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜　３１９頁＞ (単位：千円)
新規

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

19,299 1

19,300みえ森と緑の県民税市町交付金事業事業名 事業費
担当課 農林振興課

　みえ森と緑の県民税市町交付金を財源として、地域主体の暮らしに身近な森林づくりや森を
育む人づくりを応援します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

森林環境譲与税基金利子

みえ森と緑の県民税市町交付金基金利子

担当課 農林振興課

　2019（平成31）年４月に施行された森林経営管理法を踏まえ創設された森林環境譲与税を
財源とし、森林の公的な管理を始めとする森林の整備及びその促進に関する事業を行いま
す。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
1 56,194

事業名 森林環境譲与税事業 事業費 56,195
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【商工費】

＜３２１頁＞ 地方創生推進交付金事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜３２３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜３２３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜３２３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
1,300 1,850

ふるさと応援基金繰入金

事業名 商工振興経費 事業費

3,000 50,085

事業名 企業立地促進経費 事業費

6,352
一般財源

　中心市街地の賑わい回復、市民の交流の場の確保、地域コミュニティの活力向上を促進す
るための支援や取り組みを実施する商店街等への補助を行い,、中心市街地商業の活性化を
推進します。

53,085
担当課 商工労働課

　市内における新たな事業主体の創出及び市内事業者の事業改善を促進し、地域経済の維
持・発展を図るため、改修費・付帯設備費及び広告宣伝や商品開発等に関する費用の一部の
補助をします。
　また、地域総合整備財団の支援を得て民間事業者等の設備投資に係る無利子資金の貸付
を行うとともに、借入する際に発生する連帯保証料に対し、補助金を交付します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

109,388

事業名 地場産業振興事業 事業費 6,352
担当課 商工労働課

　じばさんまつりや、県内外の観光物産展の出展を伊賀市物産協会へ委託するとともに、伝統
的工芸品産業の支援として、伊賀組紐と伊賀焼の振興を図ります。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

3,150
担当課 商工労働課

担当課 商工労働課

　伊賀市工場誘致条例の優遇措置に基づき企業誘致を推進します。また、未操業企業の早期
の操業に向け支援するとともに、民間遊休地等への企業誘致を推進します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
109,388

事業名 中心市街地等商店街活性化事業 事業費
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【商工費】

＜３２５頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜３２５頁＞ 地方創生推進交付金事業 (単位：千円)
新規

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜３２５頁＞ 合併特例債事業、地方創生推進交付金事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜３２９頁＞ 地方創生推進交付金事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

商工労働課

　伊賀市の「食」「物産」「観光」「産業」及び「それらに関わる人」などの魅力を事業者等と一体
となって国内外へ情報発信することで、誘客促進や市産品の販路拡大を図り、「来たい・住み
続けたい伊賀市づくり」の一翼を担う取り組みを推進します。

64,624

18,099
担当課 商工労働課

　大学の研究シーズと企業のニーズを融合し、共同開発をはじめ既存産業の高度化やイン
キュベーション（起業支援）などによる新産業の創出を促進するため、産学官連携地域産業創
造センター「ゆめテクノ伊賀」を拠点施設として位置づけ、豊かな地域資源を活用し、産学官民
の連携による共同研究や、人材育成などを推進するため「ゆめテクノ伊賀」（建設主体：（公財）
伊賀市文化都市協会）の運営を補助します。

伊賀ブランド促進事業 事業費

事業名 産学官連携研究開発拠点運営経費 事業費

担当課 観光戦略課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

ふるさと応援基金繰入金

1,834 2,287

観光振興基金繰入金等

一般財源
17,020

事業名 観光戦略経費 事業費

18,099

6,962 3,200 37,442

事業名

　観光振興にかかる経費で、観光施設の維持管理、観光に関する情報発信やイベントを行い
ます。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

2,287

6,408
担当課

2,650 2,650

事業名 着地型観光推進事業経費 事業費 5,300
担当課 観光戦略課

　「伊賀ぶらり体験博覧会　いがぶら」等を継続して開催することにより、地域全体で観光客を
受け入れるしくみを作るとともに、観光資源の発掘と指導者となる人材の育成を図ります。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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【商工費】

＜３２９頁＞ 地方創生推進交付金事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜３２９頁＞ 地方創生推進交付金事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

1,862 2,060

事業名 外国人観光客誘客事業 事業費 3,922
担当課 観光戦略課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

　外国人観光客誘致のため、商談会などへの出展、多言語観光パンフレットやノベルティの製
作などを伊賀上野観光協会へ委託します。
　また、忍びの里「伊賀」ならではの本物の忍びの「心・技・体」を体現できる体験プログラムづ
くりを推進します。

21,569 23,585

事業名 忍者市プロジェクト事業 事業費 45,154
担当課 観光戦略課

　忍者市宣言、日本遺産認定を活かした積極的な情報発信及び観光誘客事業に取り組みま
す。また、2025（令和７）年の大阪関西万博を見据え、（仮称）忍者体験施設整備事業の進捗を
図り、受け入れ態勢の充実を図るとともに、今後、様々な魅力ある取り組みが戦略的に展開さ
れるよう、官民連携による観光まちづくりを推進します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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【土木費】

＜３３５頁＞ 合併特例債事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜３３９頁＞ 合併特例債事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜３４３頁＞ 合併特例債事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

公共施設等整備基金繰入金

159,787事業名 橋梁長寿命化修繕事業 事業費
担当課 道路河川課

　本市が管理する道路橋梁は1,547橋あり約80％の橋梁が架橋から約50年が経過していま
す。いずれも幹線道路や生活道路に架かる重要な橋梁であるため、橋梁点検により早期措置
段階と判定された橋梁については橋梁長寿命化修繕計画に基づき修繕を行います。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
87,450 51,822 18,900 1,615

※その他特定財源内訳

その他 一般財源

事業名 県営土木事業負担金 事業費 96,167
担当課

県支出金

企画管理課

国庫支出金

　県が実施する県営都市計画街路事業及び砂防整備交付金事業（急傾斜地崩壊対策事業）
に対する負担金です。

・服部橋新都市線
　服部橋と上野新都市線を結ぶ都市計画道路です。事業区間に小学校、中学校、高等学校が
隣接し通学路となっていますが、幅員が狭く危険であり、車両のすれ違いが困難な状況です。
また、近傍には二次救急実施病院が立地し、緊急車両の往来が多いため、本路線の整備に
より消防車や緊急車等の緊急車両のアクセスや避難路としての機能も確保されます。

・急傾斜地崩壊対策事業
　急傾斜地崩壊防止施設の設置等を行うことによって、急傾斜地の崩壊による災害から市民
の生命を保護し、民生の安定と国土の保全に資することを目的とした事業です。本年度は、奥
馬野地区（ライトピアの裏）、柘植町地内（柘植小学校裏）などで実施します。

87,000 9,167
地方債

事業名 社会資本整備総合交付金事業 事業費 224,428
担当課 道路河川課

　茅町駅四十九新池線道路改良事業として、三重県内初の環状交差点（ラウンドアバウト）に
改良することで、交差点を通る車両の走行速度が低下することにより、事故削減、交通円滑
化、災害時の対応力向上の効果があります。その他の事業として、ゆめが丘摺見線道路改良
事業、西明寺緑ヶ丘線道路改良事業、依那古友生線他１線道路改良事業、舗装修繕事業を
実施します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

環境保全基金繰入金

110,500 101,120 8,000 4,808
※その他特定財源内訳
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【土木費】

＜３４３頁＞ 合併特例債事業 (単位：千円)
新規

事業概要

財源内訳

＜３４７頁＞ (単位：千円)
新規

事業概要

財源内訳

＜３４９頁＞ 合併特例債事業 (単位：千円)
新規

事業概要

財源内訳

＜３５１頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
11,100 2,647

事業名 直轄管理河川改修事業 事業費 13,747
担当課 企画管理課

　内水排水対策に係る施設及び設備の整備や、河床土砂浚渫工事などを行います。

川上ダム周辺整備事業基金繰入金

79,720

※その他特定財源内訳

一般財源
79,720

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業費生産管理用道路整備事業　事業名

印代山神線（山神橋）橋梁架替事業 事業費

27,500

80,803
担当課 道路河川課

　2017（平成29）年12月末に橋梁の沈下により致命的な損傷と認められ通行止めとなっている
山神橋は、通勤、通学、農作業等の日常生活基盤であり、欠かすことのできない重要な社会イ
ンフラ施設であります。
このため、新たに道路橋を新設し、従前の道路交通網を回復させるため橋梁の架替工事を行
います。橋梁延長　Ｌ＝157ｍ　道路幅員　Ｗ＝10.5ｍ

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名

22,100 30,000 1,203
※その他特定財源内訳
公共施設等整備基金繰入金

事業名 準用河川等整備事業 事業費 14,361
担当課 道路河川課

　準用河川の整備、改修、浚渫等を行い、美しい川の環境を維持します。また、局所的な集中
豪雨の危険性が増大している中で、都市化の進展による流域の保水力は一層低下しており、
河川改修により浸水被害の防止を図ります。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
3,400 1,000 9,961

※その他特定財源内訳
道路整備事業等寄附金

担当課 農村整備課

　川上川と前深瀬川に挟まれた川上種生地区の山林は、ダム湛水後は半島状となり山林管
理等に支障が生じるため、ダム周辺整備事業の補償道路として開設している林道整備事業で
あります。県道路線変更の決定を受け2010（平成22）年度から調査測量に着手し、2012（平成
24）年度には路線確定及び立木補償等を行い2013（平成25）年度から開設工事に着手してい
ます。
全体延長　L＝3,066ｍ　道路幅員　Ｗ＝４ｍ　R２年度工事予定延長＝227ｍ
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【土木費】

＜３５５頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜３５７頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜３５７頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜３５７頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

1,500
担当課 住宅課

　道路に面したブロック塀等の倒壊による被害防止のため、撤去費用の一部を補助します。

750 750
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

2,400 2,160 2,426

6,986
担当課 住宅課

　耐震性がないと診断された木造住宅の補強設計、改修、リフォームに対して補助を行いま
す。また、高齢者及び障がい者世帯を対象に、家具固定事業を実施します。

国庫支出金 県支出金 地方債

事業名 住宅・建築物耐震改修等事業 事業費

事業名 ブロック塀等撤去費補助事業 事業費

その他 一般財源

その他 一般財源

590

6,435

6,435

事業名 個人住宅耐震診断支援事業

　第２次伊賀市総合計画第２次再生計画等の上位計画に即した長期的な視野に立ったまちづ
くりの方針を示すため、都市計画法に定められた都市マスタープランを策定します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名 都市計画調査策定等事業　 事業費
担当課 都市計画課

住宅課

　1981（昭和56）年５月31日以前に着工され、旧建築基準法で建設された階数が３階以下の木
造住宅の耐震診断を無料で行います。

国庫支出金

事業費

1,180 590

担当課

地方債県支出金

2,360
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【土木費】

＜３５７頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜３５９頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜３６１頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

ふるさと応援基金

ふるさと応援基金

ふるさと応援基金

※その他特定財源内訳
44,484 37,700 10,578

※その他特定財源内訳

2,500

一般財源

事業名

県支出金
3,000

国庫支出金

　中心市街地の活性化が伊賀市全体のにぎわい創出へと波及することを目指し、中心市街地
活性化協議会の支援を行うとともに、第2期中心市街地活性化基本計画に基づき、空き店舗
活用について官民協働で取り組みます。また、上野公園内や周辺にある歴史的建造物をライ
トアップし、伊賀の魅力を発信していくイベントを開催します。

地方債

95,262
担当課 中心市街地推進課、都市計画課

　社会資本総合整備計画に基づき、城下町の回遊性向上のため伊賀市中心市街地の基盤づ
くりを推進します。街なみ環境整備事業として市道農人町八幡町線の道路美装化工事を行い
ます。また、街なみ環境整備事業の推進を担う「うえのまちまちづくり協議会」の運営活動に対
して助成を行います。
　伊賀市景観計画に基づき、伊賀市ふるさと風景づくり助成金交付要綱により、建物・工作物
の景観の保全と形成のための改修等に対して助成を行います。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

1,850 4,917

事業名 街なみ環境整備事業 事業費

※その他特定財源内訳

6,767
担当課 中心市街地推進課、都市計画課

　国の登録文化財である赤井家住宅を指定管理者制度による管理を行い、まちめぐりの拠
点・交流施設として活用します。
　また、伊賀市の良好な景観の保全、修景を目指し「伊賀市ふるさと風景づくり条例」「伊賀市
景観計画」を運用します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名 市街地整備推進事業費 事業費

2,898

担当課 中心市街地推進課
5,898

その他

事業費中心市街地活性化事業
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【土木費】

＜３６３頁＞ 合併特例債事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜３６３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜３６７頁＞ 合併特例債事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜３７１頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

事業名 市単下排水路管渠老朽化対策事業 事業費

16,100

下排水路整備工事寄附金

3,000 900

経営企画課

　市街地におけるマンホール蓋の劣化が著しい箇所について、マンホール蓋の更新を行いま
す。上野徳居町地内の暗渠化された下排水路の一部において、経年劣化による損傷が著し
く、破損等により排水機能を損なう恐れがあるため、早期の改修に向け調査を行います。

国庫支出金

5,493

県支出金 地方債 その他 一般財源
5,493

担当課

20,000
担当課 経営企画課

　生活雑排水により周辺水域の水質汚濁及び悪臭に苦慮しているため、管路の新設事業を行
い公共用水域の水質保全を図ります。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名 市単下排水路整備事業 事業費

ふるさと応援基金、公共施設最適化基金繰入金

県支出金 地方債 その他 一般財源
9,800 7,857

　都市公園の適正管理のため公園内施設及び設備の更新や、本年度は国体リハーサル大会
開催に伴う修繕、上野公園園路バリアフリー化工事に向けての委託業務を行います。

国庫支出金

事業名 公園施設更新事業 事業費 17,657
担当課 都市計画課

事業名 市営住宅改修事業 事業費 70,867
担当課 建築課

　市営住宅及び付帯施設の大規模な改修を計画的に行うことで住宅環境を改善し、市営住宅
の長寿命化を図ります。主に、電気許容量の改良、屋上防水の実施、火災報知器の更新等を
行います。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
13,035 12,900 15,531 29,401

※その他特定財源内訳
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【消防費】

＜３７７頁＞ (単位：千円)
継続

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜３７９頁＞ 合併特例債事業 (単位：千円)
継続

財源内訳

＜３７９頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

　

※その他特定財源内訳

43,869
担当課 消防総務課・消防救急課

県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名 国補消防施設整備事業 事業費

10,000 31,186 96,076

　地域防災の要である消防団の活動に対し必要な費用の支出や被服の貸与を行い、円滑な
運営を図るとともに、消防団に対する市民の理解を深めます。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名 消防団本部管理経費 事業費 137,262

ふるさと応援基金繰入金

担当課 消防総務課・消防救急課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

　老朽化した防火衣等の現場用備品や車両を更新購入するほか、増加する外国人住民に対
し、言語の支障なく迅速かつ的確に対応するため、三者間通話による通訳サービスを導入しま
す。
　また、防火水槽等の改修・防護資材の購入及び補助金交付を行い、消防施設を充実させ災
害に備えます。

担当課 消防救急課

一般財源

74,219

退職消防団員報償金等

51,900 6,327 15,992

事業名 市単消防施設整備事業 事業費

　老朽化した救急車を消防車両更新計画に基づき購入し、住民の安全・安心を提供します。
　また、初期消火体制の整備として耐震性防火水槽の未整備地域に計画的な設置を推進し防
災体制の強化を図ります。

14,399 28,600 870
国庫支出金
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【教育費】

＜３８５頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜３９１頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜３９１頁＞ 地方創生推進交付金事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜３９３頁＞ 地方創生推進交付金事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

事業名 キャリア教育推進事業 事業費 4,094
担当課

1,160

ふるさと応援基金繰入金

その他 一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

外国人児童生徒支援事業 事業費事業名

事業名 英語指導助手招へい経費　

4,716
担当課 学校教育課

　外国人児童生徒の不就学者などの実態を把握し就学率を高めるとともに、「進路ガイダンス」
を開催し、高校進学にむけた具体的な準備を促します。
　また、在籍数が多い学校での日本語指導をサポートするため、日本語指導補助員を配置し、
安心して学校生活を送ることができる環境を整え、さらに日本語指導コーディネーターを各校
に派遣し、日本語指導に対して的確なアドバイスを受けられる環境を整えます。

1,723 1,211

一般財源

学校教育課

　個別対応を重視したキャリア・カウンセリングを活用して、各中学校における学習活動の充
実、生きる力につながる職場体験を実施します。
　また、交流・助言・指導の場としてキャリアフォーラムを開催し、専門家を招聘して先進校の取
組などについて指導を受けます。

国庫支出金 県支出金 地方債

事業名 奨学金等支給経費 事業費 10,705
担当課 教育総務課

1,074 2,117

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

3,191
担当課 学校教育課

　市内の小中学校における英語教育及び国際理解教育の充実を図るため、外国語指導助手
（ＡＬＴ）の支援のもと、児童生徒に英語に親しむ機会を与えるとともに、発達に応じた語学力を
高めます。また、外国の文化や生活習慣に接することを通して国際理解を深めます。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業費

一般財源
292 2,006 2,418

　教育の機会均等を保障し、社会に貢献する人材を育成するため各種奨学金を支給します。

10,596 109

ササユリ奨学基金繰入金、ふるさと応援基金繰入金等

住宅賃借料本人負担金
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【教育費】

＜３９３頁＞ 地方創生推進交付金事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜３９５頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜３９５頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜４０１頁、４０９頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

事業名 特別支援教育充実事業

事業費 14,873
担当課 学校教育課

　学校の評価で明らかになった課題改善のため、地域に学校経営に参画してもらう仕組みの
構築に取り組みます。学校・家庭・地域が一体となって地域ぐるみで子どもを育てる体制を整
えることを目的に設置された学校支援地域本部へ補助金を支出し、学校マニフェストを柱とし
た学校づくりをめざします。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名 地域とともに学校マニフェスト推進事業

2,588事業費

10,437
担当課 学校教育課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

213,399
担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
205,612

12,873

一般財源

7,290 2,829

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

　学力向上アドバイザーの派遣、標準学力検査の実施等を行い、生徒の実態に即した授業改
善やきめ細かい個別指導を実現します。また、家庭学習・読書の手引きを作成し、学校・家庭・
地域が一体となった取組を実施します。
　英検を受験する中学生に対して受験料の補助を行い、英語力の強化を図ります。

担当課 学校教育課

　発達相談員による巡回相談・教育相談・就学相談の実施や、小中学校に教育支援員などを
配置し、支援を必要とする児童生徒の個々の状況に応じた教育の充実を図ります。

2,588

教育総務課

　小学校と中学校のスクールバス運行にかかる運転管理及び維持管理に係る経費です。

事業名 スクールバス運転管理及び維持経費（小学校及び中学校） 事業費

1,000 1,000

ふるさと応援基金繰入金

7,787

事業名 学力向上推進事業 事業費

318
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【教育費】

＜４０３頁、４１１頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜４０５頁、４１３頁＞ 合併特例債事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜４０７頁、４１５頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜４２７頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

担当課 教育総務課

　行政バスの使用料、遠距離通学生徒等に対しての補助に係る経費です。
　また、路線バスに乗車する生徒に対する定期券購入に係る経費を計上します。

244,700

事業名 施設改修事業（小学校及び中学校） 事業費

96,499

文化財保存事業

14,330 0

　経済的理由により就学困難な児童生徒に対し、義務教育を円滑に受けることができるよう、
学用品費・学校給食費等を給付します。
　また、特別支援学級に入級する児童生徒の特別な事情を考慮し、経済的負担の軽減と特別
支援教育の普及奨励を図ることを目的とし、保護者が負担する経費の一部を支給します。

その他

国庫支出金 県支出金 地方債

担当課 文化財課

　文化財の適正な管理と保護活用を図ることを目的として、所有者等が行う文化財の保護事
業に係る必要な経費に対して補助金を交付します。

14,330

その他 一般財源

事業名 遠距離通学者等通学経費（小学校及び中学校） 事業費

事業費

15,140

事業名 就学奨励費（小学校及び中学校）

一般財源
6,912

国庫支出金 地方債県支出金

事業名

事業費

その他

356,339
担当課 教育総務課

　経年劣化などに伴う、施設の改修に係る経費です。
　本年度は、崇広中学校屋内運動場大規模改造工事、緑ヶ丘中学校校舎棟大規模改造事業
などを行います。

79,890
担当課 学校教育課

国庫支出金 県支出金 地方債

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

一般財源
6,745

6,912

135 73,010

文化振興基金繰入金
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【教育費】

＜４２９頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜４２９頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜４３１頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜４３５頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

629

事業名 歴史的風致維持向上計画進捗管理事業 事業費 629
担当課 文化財課

担当課 生涯学習課

　子どもを対象として、放課後の安全・安心な子どもの活動拠点（居場所）を設け、地域の方々
の参画を得て、子どもたちと共に勉強やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動などの取
り組みを推進します。

事業費

県支出金

2,238事業名 放課後子ども教室推進事業

16,420

　伊賀市の歴史及び伝統を反映した人々の活動と、その活動が行われる歴史上価値の高い
建造物とその周辺の市街地とが一体となって形成してきた良好な市街地の環境の維持及び向
上を図っていくために策定した「伊賀市歴史的風致維持向上計画」に基づき、計画の進捗管理
を行います。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名

8,202事業名 事業費

　「史跡伊賀国庁跡保存整備活用基本計画」に基づき、保存整備工事、用地取得を行います。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
10,136 1,149 4,400

担当課

担当課 生涯学習課、いがまち公民館

　不合理な部落差別をはじめとする一切の差別を認めない人権尊重の精神を高めるために、
関係機関・団体と連携し、広く教育の場をはじめ、あらゆる機会をとらえ積極的な啓発活動事
業を推進します。

国庫支出金 県支出金 地方債

同和教育研究推進事業

文化財課

12,365
その他 一般財源

733 733 772
国庫支出金

735

地方債 その他 一般財源

国史跡伊賀国庁跡保存整備事業 事業費
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【教育費】

＜４３５頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜４３９頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜４４３頁＞ (単位：千円)
新規

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜４４５頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

事業名 公民館事業経費　

ふるさと応援基金繰入金、提案型助成事業助成金

7,256
担当課 各教育集会所
事業名 人権教育推進事業　 事業費

　人権が尊重される社会の実現に向けて、人権感覚が豊かな人材の育成を目的に学習会や
交流事業を推進します。また、人権講座や学習会を継続して開催することにより、人権教育
リーダーの養成と、住民が主体となった人権問題の解決に取り組みます。

　各地区の公民館において、教養・生活・文化・レクリエーションなどの趣味・実技的な講座や、
子どもの週末の活動支援、地域文化の伝承及び世代間交流を目的とした教室を開設します。
　また、自主活動を支援するためサークル活動などに対する助成や発表会の支援、学習成果
発表の場としての展覧会を開催します。

上野図書館

　伊賀市及び関係団体等が所蔵する、忍者や芭蕉の関連資料、歴史資料及び文化財資料等
をデジタル化して、市ホームページで公開し、地域学習教材として活用するほか、市内外に伊
賀の歴史的魅力を発信するツールとして活用するための「デジタル博物館」機能を構築しま
す。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
12,173 100

担当課

事業費 6,225
担当課 生涯学習課、いがまち公民館、阿山公民館、大山田公民館、青山公民館

200

12,273

325

725

担当課 生涯学習課

　経済的な理由や家庭の事情により、家庭での学習が困難であったり、学習習慣が身につい
ていなかったりする小・中学生を対象に、地域の幅広い協力（大学生などの地域住民、元教
員、ＮＰＯなどの民間教育者）を得て、「地域未来塾」を開講し学習支援を行います。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名 学校支援地域本部推進事業 事業費

7,256
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業参加負担金

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名 貴重資料デジタル化事業 事業費

95 6,130

200
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【教育費】

＜４５１頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜４５３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜４５５頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜４５９頁＞ 合併特例債事業 (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

22,207

担当課

一般財源
99,407 77,567

スポーツ振興課

事業名

4,421
国庫支出金 県支出金

26,628

52,100 34,520

事業名 体育施設整備事業 事業費 86,620

　市内の体育施設は、その多くが老朽化しており、持続可能なスポーツ施設として維持していく
ため、本年度は、阿山Ｂ＆Ｇ海洋センター高圧受電改修工事を行います。また、国体開催に向
けて（仮称）上野運動公園多目的広場整備工事を行います。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

312,511

担当課 スポーツ振興課

　2021（令和３）年に開催する「三重とこわか国体」の事業推進のため設置されている伊賀市実
行委員会を運営します。2020（令和２）年度はリハーサル大会を開催し、本大会開催のための
検証をします。また、更なる機運醸成のため1年前イベントを開催し、ボランティア募集等の啓
発のため既存イベントや地域へ出向いたＰＲを継続して実施します。

事業費給食センター管理運営経費事業名

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

教育総務課、いがっこ給食センター夢、大山田給食センター

　いがっこ給食センター元気、いがっこ給食センター夢、大山田給食センターの管理運営にか
かる経費で、安全でおいしい給食を提供できるよう、「学校給食衛生管理の基準」（文部科学省
制定）に基づき、施設・調理業務の衛生管理に努めます。

312,511

担当課

その他 一般財源地方債

担当課 国体推進課

ふるさと応援基金繰入金等

176,974

スポーツ人口の拡大と競技力の向上のために体育協会へ社会体育振興事業を、青少年の
スポーツ活動の普及及び健全育成のためにスポーツ少年団へ青少年スポーツ活動育成事業
をそれぞれ業務委託します。
　また、伊賀上野シティマラソンや市民スポーツフェスティバルといった多くの市民が交流でき
るスポーツイベントの開催を支援するとともに、スポーツ推進委員による身近な地域スポーツ
の振興を図ります。

事業費スポーツ活動振興事業事業名

三重国体推進経費 事業費
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【公債費】

＜４６３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜４６３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

島ヶ原財産区特別会計繰入金、地域総合整備資金貸付金元利収入

60,334 5,492,106
※その他特定財源内訳

　旧６市町村及び本市が借り入れた市債の元金を償還します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名 市債元金償還金 事業費 5,552,440
担当課 財政課

332,004
県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名
担当課 財政課

　市債の償還残高に対する借入利息を支払います。

国庫支出金

市債利子 332,004事業費

-63-



 

-64-



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別会計・企業会計・財産区特別会計予算の概要 
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【特別会計予算の概要】 

会  計  名 令和２年度予算額 令和元年度予算額 増減 

国民健康保険事業 ９，４２９，７０１千円 ９,８１８,３８８千円 △４．０％ 

事業勘定 ９，３３０，６３７千円 ９,７１８,６７９千円 △４．０％ 

診療所費 ９９，０６４千円 ９９,７０９千円 △０．６％ 

住宅新築資金等貸付 ６，０１５千円 ７,６２２千円 △２１．１％ 

駐 車 場 事 業 ５５，４００千円 ５０,０８３千円 １０．６％ 

介 護 保 険 事 業  １０，８１１，５１３千円 １０,７７５,２６６千円 ０．３％ 

サ ー ビ ス エ リ ア ９，９２１千円 １０,１４８千円 △２．２％ 
後 期 高 齢 者 医 療 １，２９５，００３千円 １,２２５,４１９千円 ５．７％ 
合   計 ２１，６０７，５５３千円 ２１,８８６,９２６千円 △１．３％ 
 

＜国民健康保険事業＞ 

国民健康保険法に基づき、被保険者の疾病、負傷、出産又は死亡に関して必要な保険給

付を行っています。国民健康保険税や国庫支出金などにより運営しています。 

また、医療機関の不十分な地域住民の健康保持のため阿波診療所・霧生診療所を設置し

ています。 

 

＜住宅新築資金等貸付＞ 

同和地区の環境整備改善を図るため、同地区住民の住宅の新築などに必要な資金の貸付

事業を行ってきました。現在では貸付は終了し、返済業務と資金貸付の原資として市が借

り入れた市債の償還を行っています。 

 

＜駐車場事業＞ 

市が設置した 11か所の有料駐車場の円滑な運営と管理を行っています。 

 

＜介護保険事業＞ 

介護保険法に基づき、要介護認定を受けた方に対して、さまざまな介護サービスに関す

る給付を行っています。 

また、地域包括支援センターを設け、介護予防に関する事業も行っています。さらに、

平成 26年度からはセンターを３か所に増設し、相談窓口の充実を図っています。 

これらは、主に介護保険料と国庫負担金により運営しています。 
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＜サービスエリア＞ 

名阪国道を利用する人々の利便性の向上と地域の特産物などを含む商工観光を広く啓発

するため、名阪国道下り線に設置された伊賀サービスエリアの管理・運営を行っています。 

サービスエリア内の食堂及び売店などの営業を委託した民間事業者より、売上げの一定

比率を収入とし、サービスエリアの維持管理費に充てています。 

 

＜後期高齢者医療＞ 

 75 歳以上（65 歳以上で一定の障がいがあり、広域連合の認定を受けた者を含む。）の後

期高齢医療被保険者の疾病又は負傷に対して必要な医療給付などを実施するための特別会

計です。 

 被保険者から保険料徴収、資格給付関係の申請・届出の受付、交付等の窓口業務などを

行い、三重県後期高齢者医療広域連合に対し納付金を支払い、医療給付などの事務を県下

で一元化し運営しています。 
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【企業会計予算の概要】 

会  計  名 令和２年度予算額 令和元年度予算額 増減 

病院事業 ５，２７２，４５０千円 ５，２９１，０４８千円 △０．４％ 

収益的支出 ４，７４６，１４５千円 ４，６６７，７６４千円 １．７％ 

資本的支出 ５２６，３０５千円 ６２３，２８４千円 △１５．６％ 

水道事業 ５，２２７，５４８千円 ５，３８２，９１８千円 △２．９％ 

収益的支出 ３，２１２，５０１千円 ３，２６４，０５９千円 △１．６％ 

資本的支出 ２，０１５，０４７千円 ２，１１８，８５９千円 △４．９％ 

下水道事業 ３，６７１，０４０千円 ４，４２２，６０７千円 △１７．０％ 

収益的支出 ２，４７８，４５３千円 ２，４６５，９５８千円 ０．５％ 

資本的支出 １，１９２，５８７千円 １，９５６，６４９千円 △３９．０％ 

合 計 １４，１７１，０３８千円 １５，０９６，５７３千円 △６．１％ 

 

＜病院事業＞ 

伊賀市立上野総合市民病院を開設し、伊賀市の総合病院として市民の健康保持に必要な

医療を提供しています。 

収益的支出の主な内容は、医師、看護師などの給与費や医療にかかる材料費、病院管理

経費などがあります。 

資本的支出の主な内容は、医療器械購入費、施設整備などの建設改良費、企業債の元金

償還金があり、15.6%の減となります。 

 

＜水道事業＞ 

安全で安心な水道水の安定供給を行うため、浄水施設の維持管理及び整備、老朽水道管

の更新を行っています。 

収益的支出の主な内容は、浄水場の運転及び維持管理にかかる費用や人件費、企業債の

支払利息などがあります。 

資本的支出の主な内容は、配水管更新や浄水施設整備などの建設改良費と企業債の元金

償還金があり、4.9%の減となります。 

 

＜下水道事業＞ 

 安全で快適な生活環境の確保や良好な水環境を形成するため、下水道施設の維持管理及

び整備、老朽化施設の更新、未普及地域への下水道整備を行っています。 

収益的支出の主な内容は、下水道施設の運転及び維持管理にかかる費用や人件費、企業

債の支払利息などがあります。 

資本的支出の主な内容は、管路や処理場整備などの建設改良費と企業債の元金償還金が

あり、39.0%の減となります。 
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【企業会計について】 

地方公共団体が経営する病院事業、水道事業及び下水道事業は、地方公営企業法に基づ

き、経理の方法を企業会計により処理しています。一般会計やその他の特別会計とは異な

り、当該年度の損益取引に基づくもの（診療報酬、水道料金、下水道使用料、人件費、物

件費、材料費など）を「収益的収支」、投資資本の増減に関する取引（企業債、他会計補助

金、国庫補助金、建設改良費、企業債償還金など）を「資本的収支」として、２本立ての

予算が組まれています。 

また、損益計算書、貸借対照表やキャッシュ・フロー計算書等の財務諸表の作成が義務

づけられています。 
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【財産区特別会計予算の概要】 

会  計  名 令和２年度予算額 令和元年度予算額 増減 

島 ヶ 原 財 産 区  ３０，１７２千円 ２７，６９１千円 ０．９％ 

大 山 田 財 産 区  １９，２９９千円 １２，５７６千円 ５３．５％ 

合  計 ４９，４７１千円 ４０，２６７千円 ２２．９％ 
 

＜島ヶ原財産区＞ 

島ヶ原財産区は、旧島ヶ原村が過去の災害を教訓として保全してきた山林などの管理造

成のために設置されています。主にゴルフ場への土地貸付収入により運営しています。 

財産区が所有する山林などは合計で約 410ha あり、保安林 216ha、山林 91ha、雑種地な

ど 103haで構成されています。 

 

＜大山田財産区＞ 

大山田財産区は、旧大山田村の住民を中心に保全、継承してきた山林などの管理造成を

行うため設置されています。主に風力発電施設への土地貸付収入により運営しています。 

財産区が所有する山林などは合計で約 191haあり、保安林 118ha、山林 49ha、原野 24ha

で構成されています。 

 

【財産区について】 

財産区は地方自治法により法人格が認められた「特別地方公共団体」です。財産区の権

限は、財産又は公の施設の管理及び処分又は廃止に限られ、市のように広範囲で事務を処

理することはできないとされています。また、市町村などは財産区の経費について会計を

仕訳けする必要があります。 

島ヶ原及び大山田財産区においては財産区の執行機関は市であり、議決機関は市議会で

すが、財産の管理又は処分に関する事項については、条例に基づき設置された「管理会」

の同意を得る必要があります。 
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【国民健康保険事業（事業勘定・直営診療所）】

【事業勘定】
＜１７頁＞ (単位：千円)

継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜２３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜２３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜２５頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜２５頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

出産育児一時金等繰入金

7,000

7,000
担当課 保険年金課

　被保険者の死亡による葬祭費を支払います。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名 葬祭費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 事業費

25,200
担当課 保険年金課

　被保険者の出産による出産育児一時金を支払います。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

842,290

事業名 出産育児一時金 事業費

16,800 8,400

一般被保険者療養給付費 事業費

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名 一般被保険者高額療養費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 事業費

事業名 一般管理費 事業費 48,570
担当課 保険年金課

　国民健康保険被保険者証の交付、レセプト点検等に係る事務経費です。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
11,792 2,946 33,832

　一般被保険者の診療に係る高額療養費を支払います。

保険年金課担当課
842,290

5,808,650

5,808,650
担当課 保険年金課

　一般被保険者の診療に係る療養給付費を支払います。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名

利子及び配当金、事務費繰入金
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【国民健康保険事業（事業勘定・直営診療所）】

＜２７頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜２７頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜２７頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜２７頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜２９頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

32,799

担当課 保険年金課

　人間ドック、脳ドック、医療費通知やジェネリック差額通知などの経費です。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

23,862 58,565

事業名 保健衛生普及費 事業費

82,427
担当課 保険年金課

　40歳から74歳の被保険者を対象に、特定健康診査及び特定保健指導を実施します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名 特定健康診査等事業費 事業費

32,799

1,473,654

事業名 一般被保険者後期高齢者支援金等分　 事業費 493,839

事業名 一般被保険者医療給付費分 事業費 1,633,396
担当課 保険年金課

　一般被保険者の医療給付費に係る納付金を支払います。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

166,972
担当課 保険年金課

　介護保険料に係る納付金を支払います。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
166,972

事業名 介護納付金分 事業費

担当課 保険年金課

　一般被保険者の後期高齢者支援金等に係る納付金を支払います。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
493,839

159,742
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【国民健康保険事業（事業勘定・直営診療所）】

【直営診療所】
＜４７頁＞ (単位：千円)

継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜５１頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜５１頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

40,600

事業名 医業諸費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 事業費

1,337

1,337
担当課 阿波診療所

　医療従事職員に対して、Ｘ線被ばく線量の検査を行う健康管理のための経費です。
　また、優良な廃棄物処理業者に廃棄物の処理を委託し、感染性医療廃棄物などの適正な処
理に努めます。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

担当課 阿波診療所、青山住民福祉課

　医療行為に伴う医薬品、医薬材料などの購入経費です。ジェネリック医薬品の使用を積極的
に行い、費用の削減に努めます。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

へき地診療所運営補助等繰入金

6,064 2,529

事業名 医薬品衛生材料費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 事業費

8,593
担当課 阿波診療所、青山住民福祉課

　２か所の診療所の運営に係る一般管理経費です。

国庫支出金 県支出金

40,600

事業名 一般管理費 事業費

地方債 その他 一般財源
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【住宅新築資金等貸付・駐車場事業】

【住宅新築資金等貸付】
＜１１頁＞ (単位：千円)

継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜１１頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

＜１１頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳

【駐車場事業】
＜１１頁＞ (単位：千円)

継続

事業概要

財源内訳

55,300

55,300
担当課 管財課、伊賀振興課、島ヶ原振興課

　市営駐車場の管理運営に要する経費です。施設の維持管理、修繕に係る費用が主なもの
で、事業収益は一般会計繰出金として支出します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名 駐車場事業費 事業費

187
担当課 同和課

　住宅新築資金等貸付事業のために借入れた市債にかかる利子を償還します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名 市債利子 事業費

4,487
担当課 同和課

　住宅新築資金等貸付事業のために借入れた市債の元金を償還します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名 市債元金償還金 事業費

1,181 160

　住宅新築資金・宅地取得資金・住宅改修資金の償還を行っています。償還率を高めるため、
滞納者に対し、督促状や催告書を送付し、また居宅訪問するなど償還の推進を図っています。
また、悪質な滞納者で債権回収が困難なケースに対しては、法務統括監と協議の上、法的措
置を視野にいれた債権回収を検討し、債務の圧縮を図っています。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名 一般管理費 事業費 1,341
担当課 同和課

貸付利子等

貸付元金

貸付元金（過年度分）等

187

4,487
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【介護保険事業】

＜２３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜２３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜２３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

介護・介護予防サービス等諸費分

介護・介護予防サービス等諸費分

介護・介護予防サービス等諸費分、介護給付費準備基金繰入金

※その他特定財源内訳

586,926 1,988,697 421,398

　要介護認定者ができる限り住み慣れた地域で生活が継続できるよう、地域密着型通所介
護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域
密着型介護老人福祉施設サービス等を実施し、これに要した費用のうち利用者負担額以外を
給付します。

942,619
※その他特定財源内訳

担当課 介護高齢福祉課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名 居宅介護サービス給付費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 事業費 3,574,230
担当課 介護高齢福祉課

　要介護認定者が有する能力に応じて生活できるよう、訪問介護・訪問看護・通所介護・短期
入所生活介護等の居宅介護サービスを実施し、これに要した費用のうち利用者負担額以外を
給付します。

855,189 532,488 1,668,154 518,399
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

※その他特定財源内訳

事業名 地域密着型介護サービス給付費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業費 998,326
担当課 介護高齢福祉課

　要介護の状態に応じて、介護老人福祉施設・介護老人保健施設・介護療養型医療施設・介
護医療院に入所している者に、入浴・排泄・食事等の日常生活・機能訓練等の施設サービスを
実施し、これに要した費用のうち利用者負担額以外を給付します。

238,865 148,730 465,936 144,795

事業名 施設介護サービス給付費 事業費

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

3,939,640
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【介護保険事業】

＜２５頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜２５頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜２７頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜２７頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

介護・介護予防サービス等諸費分

介護・介護予防サービス等諸費分

介護・介護予防サービス等諸費分

高額・特定入所者介護サービス等諸費及び地域支援事業費分、
高額・特定入所者介護サービス等諸費分

※その他特定財源内訳

※その他特定財源内訳
7,721 4,808 15,061 4,681

29,338 18,268 57,228 17,785

110,361 68,717 215,273 66,898
※その他特定財源内訳

その他 一般財源

48,273 30,058 94,163 29,261

201,755
担当課 介護高齢福祉課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

※その他特定財源内訳

事業名 高額介護サービス費 事業費

　要介護認定者が介護サービスを利用した際、１ヵ月に利用者が支払った利用者負担額が一
定の額を超えた場合に、申請に基づき超過した分を支給します。

32,271
担当課 介護高齢福祉課

　要支援認定者のケアプランの策定、サービス提供事業者との連絡調整などのケアマネジメン
ト費用を給付します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名 介護予防サービス計画給付費　　　　　　　　　　　　　　　　　 事業費

122,619
担当課 介護高齢福祉課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

　要支援認定者が有する能力に応じて生活できるよう、介護予防訪問看護・介護予防短期入
所生活介護等の居宅サービスを実施し、これに要した費用のうち利用者負担額以外を給付し
ます。

事業名 介護予防サービス給付費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 事業費

　要介護認定者が居宅サービス等の適切な利用ができるよう、心身の状態や置かれている環
境、家族の希望等を勘案し、居宅サービス計画等を居宅介護支援事業所等が作成した場合
に支給します。

国庫支出金 県支出金 地方債

事業名 居宅介護サービス計画給付費　　　　　　　　　　　　　　　　　 事業費
担当課 介護高齢福祉課

461,249
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【介護保険事業】

＜２９頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜２９頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜２９頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜３１頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

高額・特定入所者介護サービス等諸費及び地域支援事業費分、
高額・特定入所者介護サービス等諸費分

地域支援事業費（介護予防・日常生活支援総合事業以外）分

高額・特定入所者介護サービス等諸費及び地域支援事業費分、
高額・特定入所者介護サービス等諸費

市町村特別給付費分
※その他特定財源内訳

介護高齢福祉課

　要介護者及びその家族の経済的負担を軽減し在宅生活の継続をはかるため、介護用品（紙
おむつ等）の購入費の一部を給付します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
9,269 15,931

事業名

地方債 その他

※その他特定財源内訳

一般財源

112,853 70,269 220,135 68,410

4,079 2,039 2,437 2,039

事業名

事業名 特定入所者介護サービス給付費 事業費

※その他特定財源内訳

介護用品等給付費 事業費

※その他特定財源内訳

担当課 地域包括支援センター　

　地域に住む高齢者に関する様々な相談を受け止め、適切な機関・制度・サービスにつなぎ、
継続的にフォローします。専門職種である社会福祉士、保健師、主任介護支援専門員がチー
ムで対応します。

国庫支出金 県支出金

10,594総合相談事業費 事業費

25,200
担当課

471,667
担当課 介護高齢福祉課

　低所得の要介護認定者が施設でサービスを利用した際、食費・居住（滞在）費の基準費用額
と負担限度額との差額を給付します。

国庫支出金 県支出金

担当課 介護高齢福祉課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

　要介護認定者の医療及び介護サービス利用者負担額の合計額が一定の上限額を超えた場
合に、利用者に対しその超過した分を支給します。

地方債 その他 一般財源

8,501 5,293 16,582 5,152

事業名 高額医療合算介護サービス費 事業費 35,528
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【介護保険事業】

＜３３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜３５頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜３７頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜３７頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

地域支援事業費（介護予防・日常生活支援総合事業以外）分

地域支援事業費（介護予防・日常生活支援総合事業以外）分

地域支援事業費（介護予防・日常生活支援総合事業以外）分

地域支援事業費（介護予防・日常生活支援総合事業以外）分
※その他特定財源内訳

　高齢者を介護している家族等の様々なニーズに対応するため、認知症高齢者の居宅を訪問
し見守り等を行うやすらぎ支援員の派遣や、ＧＰＳ装置の導入経費の給付、介護方法や介護
者の健康づくり等についての知識・技術を習得するための教室の開催などを行います。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
772 386 461 386

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

※その他特定財源内訳

※その他特定財源内訳

事業費 16,521
担当課

事業費

一般財源

事業名 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業費　

7,625 3,813 4,555 3,813

事業名 家族介護支援事業 事業費 2,005
担当課 介護高齢福祉課

32,090
担当課 地域包括支援センター

　包括的・継続的ケアマネジメントの実践が可能な環境整備と介護支援専門員のスキルアップ
を目的に、研修会や事例検討会の開催、支援困難事例への指導・助言等を実施します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名 地域自立生活支援事業 事業費 19,806
担当課 介護高齢福祉課

6,177 7,381 6,177

※その他特定財源内訳

事業名 権利擁護事業費

3,800 3,1803,180

　高齢者が住み慣れた地域で在宅生活の継続を可能にするため、調理困難な世帯への配食
と合わせた安否確認を行います。また、単身高齢者等の急病、緊急時に対応するための見守
り事業として緊急通報装置の設置を補助します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

一般財源
6,361

地域包括支援センター　

　高齢者虐待や消費者トラブルなど、高齢者の権利を侵害する事案に対応し、高齢者の権利
を擁護するための支援を行います。（成年後見制度の利用促進、高齢者虐待事案の発生時の
対応及び予防など）。

12,355
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【介護保険事業】

＜３７頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜３９頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜４３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜４３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

地域支援事業費（介護予防・日常生活支援総合事業以外）分等

地域支援事業費（介護予防・日常生活支援総合事業以外）分

地域支援事業費（介護予防・日常生活支援総合事業）分、
地域支援事業支援交付金（介護予防・日常生活支援総合事業）

※その他特定財源内訳

※その他特定財源内訳

1,819 909 3,638 909

地域支援事業費（介護予防・日常生活支援総合事業）分、
地域支援事業支援交付金（介護予防・日常生活支援総合事業）

7,275
担当課 地域包括支援センター　　　　　

　介護予防・日常生活支援総合事業における介護予防ケアマネジメントを実施します。
地域包括支援センターの専門職が、利用者のアセスメントを行い、機能の維持向上を目指し
て、自立した生活が継続できるように支援を行います。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

地方債 その他 一般財源
3,444 1,722 2,057 1,722

45,184

その他 一般財源
1,139 569 701 569

※その他特定財源内訳

事業名 認知症支援事業 事業費

事業名 成年後見制度利用支援事業 事業費 2,978
担当課 介護高齢福祉課

※その他特定財源内訳

一般財源
22,592 90,366 22,607

事業名 介護予防・生活支援サービス事業費（第1号訪問、通所、生活） 事業費
担当課 介護高齢福祉課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

8,945

　認知症などにより判断能力が不十分な高齢者が成年後見制度を円滑に利用できるよう、市
長による審判の申立手続きや申立費用、成年後見人等に係る報酬の助成などを行います。

国庫支出金 県支出金 地方債

180,749

事業名 介護予防ケアマネジメント事業費　　　　　　　　　　　　　　　 事業費

　要支援者等が訪問型・通所型サービスを利用した際の、利用者負担額以外を給付します。

担当課 地域包括支援センター

　認知症になっても住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、認知症初期集中支援チームの充
実や認知症カフェの開催など、医療・介護の効果的な支援体制のネットワークの構築を図りま
す。

国庫支出金 県支出金
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【介護保険事業】

＜４５頁＞ (単位：千円)
継続 介護予防普及啓発事業費

事業概要

財源内訳

＜４７頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

介護予防支援手数料等

※その他特定財源内訳

　高齢者の認知症予防のため、音楽療法教室、３Ｂ体操教室等の開催を、伊賀市社会福祉協
議会に委託して行います。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
2,544 1,272 5,088 1,272

地域支援事業費（介護予防・日常生活支援総合事業）分、
地域支援事業支援交付金（介護予防・日常生活支援総合事業）

10,176
担当課 介護高齢福祉課、地域包括支援センター
事業名 事業費

※その他特定財源内訳
14,356

14,356
担当課 地域包括支援センター　　　　　

　地域包括支援センターが、介護保険法による指定介護予防事業所として、要支援1・2認定者
の介護予防プランを作成します。その業務の一部を、市内の居宅介護支援事業所に委託して
います。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名 介護予防支援事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 事業費
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【サービスエリア・後期高齢者医療】

【サービスエリア】
＜１１頁＞ (単位：千円)

継続

事業概要

財源内訳

【後期高齢者医療】
＜１１頁＞ (単位：千円)

継続

事業概要

財源内訳

＜１３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜１３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

※その他特定財源内訳
後期高齢者医療保険料、保険基盤安定繰入金等

※その他特定財源内訳

※その他特定財源内訳

事業名 一般管理経費 事業費

136 478

利子及び配当金

督促手数料

事業名 徴収経費

9,421
担当課 商工労働課

　平成17年８月10日に認定された「道の駅いが」の管理を行い、名阪国道利用者に快適な休
息と質の高いサービスの提供を行うとともに、伊賀市の地域資源情報の発信拠点として幅広く
活用します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名 施設管理経費 事業費

124 9,297

614
担当課 保険年金課

　75歳以上（65歳以上の一定の障がい者を含む）の後期高齢者医療制度に係る資格・給付関
係の申請・届出の受付業務や交付などの窓口業務を行います。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業費 4,349
担当課 保険年金課

　後期高齢者医療の被保険者から保険料を徴収するため、	納入通知書の発送、収納管理、滞
納整理などを行います。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
4,349

事業名 後期高齢者医療広域連合納付金 事業費 1,269,805
担当課 保険年金課

　三重県後期高齢者医療広域連合へ市町負担金を納付します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
1,213,302 56,503
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【病院・水道・下水道事業】

【病院事業】
＜３０頁＞ (単位：千円)

継続

事業概要

財源内訳 (単位：千円)

＜３２頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜３２頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

【水道事業】
＜２９頁＞ (単位：千円)

新規

事業概要

財源内訳

＜２９頁＞ (単位：千円)

事業概要

財源内訳
一般財源

34,317 102,900 52

地方債

事業名 中央監視システム統合事業 事業費 137,269
担当課 上下水道部

　市町村合併前から運用している上水道施設監視制御システムが、老朽化から監視が出来な
いこともあり不安定な状態になっているため、長期的に安定した監視が行えるようシステムの
統合整備を行います。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

254,800 20

事業名

69,400 174

83,500 12,276 89
国庫支出金

他会計補助金、工事負担金

27,535

事業名 訪問看護ステーション事業 事業費 27,535
担当課 総合市民病院

事業名 重要給水施設配水管事業 事業費 107,635

　誰もが住み慣れた家で安心して療養できるよう、地域の開業医や診療所と連携を図りながら
訪問看護事業を実施します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

その他 一般財源

施設改修事業 事業費
担当課 総合市民病院

　無停電電源装置取替工事や空調設備改修工事等を行います。

国庫支出金

254,820
担当課 総合市民病院

　より高度な医療を提供するため、ＣＴ装置や電子内視鏡システム等を更新します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

69,574

事業名 医療器械及び器具購入経費 事業費

県支出金

※その他特定財源内訳

県支出金 地方債 その他 一般財源

担当課 上下水道部

　災害時の優先順位を考えながら、管路の耐震化を行います。

11,770
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【病院・水道・下水道事業】

【下水道事業】
＜２６頁＞ (単位：千円)

継続

事業概要

財源内訳

＜２８頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜２８頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

＜２６頁＞ (単位：千円)

事業概要

財源内訳

20,000 20,000

事業名 総合地震対策事業 事業費 40,000
担当課 上下水道部

　1997（平成９）年の耐震基準を満たしていない新都市浄化センター及び柘植浄化センターの
処理施設と管路施設の耐震診断を行います。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

36,850 29,300 3,450

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
13,600 16,600 1,680

　2019（令和元）年度から2023（令和５）年度の最適整備構想計画に基づき、上三ヶ区、中矢１
地区農業集落排水管路施設の改築更新を行います。

31,880事業名 機能強化対策事業 事業費
担当課 上下水道部

事業名 ストックマネジメント事業 事業費 69,600
担当課 上下水道部

　2018（平成30）年度から2022（令和４）年度のストックマネジメント計画に基づき、上野新都市
浄化センターの機械・電気設備の改築更新を行います。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

5,738

事業名 下水道料金検討業務 事業費 5,738
担当課 上下水道部

　人口減少等に伴い料金収入が減少傾向にある中、これまで整備した施設の多くが本格的な
改築更新時期を迎えつつあることから、下水道事業を安定的に運営していくために必要な維
持管理費用や改築更新費用を将来にわたって確保できるよう、適正な下水道料金のあり方に
ついて検討し、経営基盤の強化を図ります。（2019（令和元）年度～2020（令和2）年度の２ヶ年
度で実施）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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【島ヶ原財産区・大山田財産区】

【島ヶ原財産区】
＜１１頁＞ (単位：千円)

継続

事業概要

財源内訳

＜１１頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

【大山田財産区】
＜1１頁＞ (単位：千円)

継続

事業概要

財源内訳

＜１３頁＞ (単位：千円)
継続

事業概要

財源内訳

事業名 一般管理経費 事業費 14,510
担当課 島ヶ原振興課

　島ヶ原財産区が有する財産の一般管理に要する経費です。財産区有財産を適正に管理す
るため、管理会制により運営を行っています。

378 14,132
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

7,564
担当課 島ヶ原振興課

　過去の甚大な被災を踏まえ、島ヶ原財産区森林整備計画に基づき、区有林の造林・保育事
業などを実施し、災害に強い山づくりに努めていきます。
　また、林道の小規模な維持修繕等の実施及び林道復旧工事等も実施します。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名 財産区有林造成事業 事業費

7,564

7,578
担当課 大山田振興課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名 一般管理経費 事業費

　大山田財産区有財産の一般管理に要する経費です。管理会会長を含む７人の委員による大
山田財産区管理会において財産区の運営を行います。本年度も区有林の保護育成のため、
巡視を引き続き実施します。
　また、森林総合研究所との打合会議、水源林造林推進協議会開催の視察研修会に参加し
ます。

7,578

3,948
担当課 大山田振興課

　森林の公益的機能の維持増進を図ることを目的に、管理歩道の維持管理に加え、境界刈
り、杭打ち、除間伐や撫育管理並びに林道改修工事を行います。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名 財産区有林造成事業 事業費

43 3,905
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